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第4 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,500,000,000

計 7,500,000,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(2026年3月31日)
提出日現在発行数(株)

(2026年6月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 4,028,926,353 3,710,528,742
東京証券取引所
プライム市場

発行済株式は全て完
全議決権株式
かつ、権利内容に
限定のない株式で
す。
単元株式数は100株
です。

計 4,028,926,353 3,710,528,742 － －

（注）2025年4月3日開催の取締役会における会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却の決議により、2026年4月30

日付で318,397,611株の自己株式の消却を実施しました。



― 47 ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

会社法に基づき発行した新株予約権

・株式報酬型ストックオプション

プラン名称
2014年度新株予約権

Bプラン
2015年度新株予約権

Bプラン
2016年度新株予約権

Bプラン
2017年度新株予約権

Aプラン

決議年月日 2014年5月16日 2015年5月15日 2016年5月20日 2017年5月19日

付与対象者の
区分及び人数

当社取締役7名、執行役員
32名及び理事37名

当社取締役9名、執行役員
30名及び理事37名

当社取締役2名、執行役員
33名及び理事36名

当社執行役員2名、
理事3名、元執行役員3名

及び元理事2名

新株予約権の
数 ※

6個 [同左] 182個 [114個] 165個 [162個] 67個 [同左]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
1,800株 [同左]

(注)

当社普通株式
54,600株

[34,200株](注)

当社普通株式
49,500株

[48,600株] (注)

当社普通株式
20,100株 [同左]

(注)

発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2014年6月3日から
2044年6月2日まで

2015年6月2日から
2045年6月1日まで

2016年6月7日から
2046年6月6日まで

2017年6月6日から
2046年6月6日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、
計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

2016年6月3日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

2017年6月2日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

2018年6月7日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

2018年6月7日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

その他(注)に定める事項

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)
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プラン名称
2017年度新株予約権

Bプラン
2018年度新株予約権

Aプラン
2018年度新株予約権

Bプラン
2019年度新株予約権

Aプラン

決議年月日 2017年5月19日 2018年5月18日 2018年5月18日 2019年5月17日

付与対象者の
区分及び人数

当社取締役4名、執行役員
34名及び理事34名

当社執行役員1名、
理事2名、元執行役員1名

及び元理事4名

当社取締役5名、執行役員
30名及び理事33名

当社執行役員5名、元執行
役員3名及び元理事1名

新株予約権の
数 ※

379個 [370個] 649個 [同左] 551個 [532個] 118個 [同左]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
113,700株

[111,000株] (注)

当社普通株式
194,700株 [同左]

(注)

当社普通株式
165,300株

[159,600株] (注)

当社普通株式
35,400株 [同左]

(注)

発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2017年6月6日から
2047年6月5日まで

2018年6月5日から
2047年6月5日まで

2018年6月5日から
2048年6月4日まで

2019年6月4日から
2048年6月4日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、
計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

2019年6月6日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

2019年6月6日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

2020年6月5日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

2020年6月5日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか早い日から新株
予約権を行使できるも
のとする。

その他(注)に定める事項

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)
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プラン名称
2020年度新株予約権

A2プラン
2021年度新株予約権

Aプラン
2022年度新株予約権

Aプラン

決議年月日 2020年7月17日 2021年5月21日 2022年6月24日

付与対象者の
区分及び人数

当社執行役員1名及び
元理事1名

当社執行役員1名、元執行
役員1名及び元理事2名

当社元理事3名

新株予約権の
数 ※

63個 [同左] 161個 [同左] 30個 [同左]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
18,900株 [同左]

(注)

当社普通株式
48,300株 [同左]

(注)

当社普通株式
9,000株 [同左]

(注)
発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株
式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2020年8月4日から
2049年8月3日まで

2021年6月8日から
2050年6月7日まで

2022年7月12日から
2051年7月11日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限
度額の2分の1の金額とし、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り
上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

2020年8月4日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか遅い日から起算
して10年が経過した場
合には、以後、新株予
約権を行使できないも
のとする。

2021年6月8日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか遅い日から起算
して10年が経過した場
合には、以後、新株予
約権を行使できないも
のとする。

2022年7月12日又は当社
取締役、執行役員及び
理事のいずれの地位も
喪失した日の翌日のい
ずれか遅い日から起算
して10年が経過した場
合には、以後、新株予
約権を行使できないも
のとする。

その他(注)に定める事項

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)

※ 当事業年度の末日(2026年3月31日)における内容を記載しています。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

(2026年5月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。
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(注) 付与株式数の調整及び新株予約権の行使のその他の条件

1. 当社が、当社普通株式につき、株式分割(当社普通株式の株式無償割当を含む)又は株式併合等を行うことに

より、株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとする。

2. 新株予約権者は、当社取締役、執行役員及び理事のいずれの地位も喪失した日の翌日から起算して10年が経

過した場合には、以後、新株予約権を行使できないものとする。

3. その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契

約」で定めるところによるものとする。

4. 当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以上

を総称して以下、組織再編行為)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株

予約権(以下、残存新株予約権)の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号の

イからホまでに掲げる株式会社(以下、再編対象会社)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付する

こととする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものと

する。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1株当たり1円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、本新株予約

権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(9) その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

5. 2023年11月2日開催の当社取締役会の決議に基づき、2024年1月1日付をもって普通株式1株を3株に分割したこ

とにより、「新株予約権1個当たりの目的たる株式の数(付与株式数)」及び「新株予約権の目的となる株式の

種類、数及び内容」が調整されています。
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・当事業年度の末日以前に取締役会で決議された株価条件付株式報酬型ストックオプション

プラン名称
2019年度新株予約権

Dプラン
2020年度新株予約権

Dプラン
2021年度新株予約権

C1プラン
2021年度新株予約権

Dプラン

決議年月日 2019年6月21日 2020年6月19日 2021年5月21日 2021年6月25日

付与対象者の
区分及び人数

当社取締役7名及び
執行役員30名

当社取締役5名及び
執行役員38名

当社執行役員1名及び
元執行役員1名

当社取締役5名及び
執行役員38名

新株予約権の
数 ※

421個 [同左] 2,880個 [2,495個] 413個 [同左] 5,248個 [5,178個]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
126,300株 [同左]

(注)

当社普通株式
864,000株

[748,500株](注)

当社普通株式
123,900株 [同左]

(注)

当社普通株式
1,574,400株

[1,553,400株](注)

発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2022年7月9日から
2049年7月8日まで

2023年7月7日から
2050年7月6日まで

2023年7月7日から
2050年7月6日まで

2024年7月13日から
2051年7月12日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、
計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

(注)

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)

株 価 条 件 ①
（注）

2019年7月8日 2020年7月6日 2020年7月6日 2021年7月12日

株 価 条 件 ②
（注）

2019年4月1日 2020年4月1日 2020年4月1日 2021年4月1日

株 価 条 件 ③
（注）

2022年7月9日 2023年7月7日 2023年7月7日 2024年7月13日

株 価 条 件 ④
（注）

2019年7月8日 2020年7月6日 2020年7月6日 2021年7月12日

株 価 条 件 ⑤
（注）

2019年7月8日 2020年7月6日 2020年7月6日 2021年7月12日

株 価 条 件 ⑥
（注）

2022年7月9日 2023年7月7日 2023年7月7日 2024年7月13日

株 価 条 件 ⑦
（注）

2019年7月8日 2020年7月6日 2020年7月6日 2021年7月12日
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プラン名称
2022年度新株予約権

C2プラン
2022年度新株予約権

C1プラン
2022年度新株予約権

Dプラン
2023年度新株予約権

C3プラン

決議年月日 2022年5月20日 2022年5月20日 2022年6月24日 2023年5月19日

付与対象者の
区分及び人数

当社元執行役員1名
当社執行役員1名及び

元執行役員1名
当社取締役5名及び

執行役員36名
当社元執行役員3名

新株予約権の
数 ※

192個 [同左] 302個 [同左] 4,442個 [4,180個] 192個 [同左]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
57,600株 [同左]

(注)

当社普通株式
90,600株 [同左]

(注)

当社普通株式
1,332,600株

[1,254,000](注)

当社普通株式
57,600株 [同左]

(注)

発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2023年7月7日から
2050年7月6日まで

2024年7月13日から
2051年7月12日まで

2025年7月12日から
2052年7月11日まで

2023年7月7日から
2050年7月6日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、
計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

(注)

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)

株 価 条 件 ①
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2020年7月6日

株 価 条 件 ②
（注）

2020年4月1日 2021年4月1日 2022年4月1日 2020年4月1日

株 価 条 件 ③
（注）

2023年7月7日 2024年7月13日 2025年7月12日 2023年7月7日

株 価 条 件 ④
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2020年7月6日

株 価 条 件 ⑤
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2020年7月6日

株 価 条 件 ⑥
（注）

2023年7月7日 2024年7月13日 2025年7月12日 2023年7月7日

株 価 条 件 ⑦
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2020年7月6日
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プラン名称
2023年度新株予約権

C2プラン
2023年度新株予約権

C1プラン
2023年度新株予約権

Dプラン
2024年度新株予約権

Dプラン

決議年月日 2023年5月19日 2023年5月19日 2023年6月23日 2024年6月21日

付与対象者の
区分及び人数

当社元執行役員3名 当社元執行役員3名
当社取締役4名及び

執行役員37名

当社取締役(監査等委員で
ある取締役を除く)5名
及び執行役員33名

新株予約権の
数 ※

302個 [同左] 184個 [同左] 4,185個 [同左] 1,969個[同左]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
90,600株 [同左]

(注)

当社普通株式
55,200株 [同左]

(注)

当社普通株式
1,255,500株 [同左]

(注)

当社普通株式
590,700株 [同左]

(注)

発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2024年7月13日から
2051年7月12日まで

2025年7月12日から
2052年7月11日まで

2026年7月11日から
2053年7月10日まで

2027年7月9日から
2054年7月8日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、
計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

(注)

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)

株 価 条 件 ①
（注）

2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日 2024年7月8日

株 価 条 件 ②
（注）

2021年4月1日 2022年4月1日 2023年4月1日 2024年4月1日

株 価 条 件 ③
（注）

2024年7月13日 2025年7月12日 2026年7月11日 2027年7月9日

株 価 条 件 ④
（注）

2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日 2024年7月8日

株 価 条 件 ⑤
（注）

2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日 2024年7月8日

株 価 条 件 ⑥
（注）

2024年7月13日 2025年7月12日 2026年7月11日 2027年7月9日

株 価 条 件 ⑦
（注）

2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日 2024年7月8日
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プラン名称
2025年度新株予約権

C2プラン
2025年度新株予約権

C1プラン

決議年月日 2025年5月15日 2025年5月15日

付与対象者の
区分及び人数

当社元執行役員1名
当社執行役員1名及び

元執行役員1名

新株予約権の
数 ※

72個 [同左] 74個 [同左]

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
21,600株 [同左]

(注)

当社普通株式
22,200株 [同左]

(注)
発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容
に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2026年7月11日から
2053年7月10日まで

2027年7月9日から
2054年7月8日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い
算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額と
し、計算の結果生じる1円未満の端数は、これを
切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

(注)

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承
認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)

株 価 条 件 ①
（注）

2023年7月10日 2024年7月8日

株 価 条 件 ②
（注）

2023年4月1日 2024年4月1日

株 価 条 件 ③
（注）

2026年7月11日 2027年7月9日

株 価 条 件 ④
（注）

2023年7月10日 2024年7月8日

株 価 条 件 ⑤
（注）

2023年7月10日 2024年7月8日

株 価 条 件 ⑥
（注）

2026年7月11日 2027年7月9日

株 価 条 件 ⑦
（注）

2023年7月10日 2024年7月8日

※ 当事業年度の末日(2026年3月31日)における内容を記載しています。当事業年度の末日から提出日の前月末現在

(2026年5月31日)にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[ ]内に記載してお

り、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。



― 55 ―

(注) 付与株式数の調整及び新株予約権の行使の条件

1. 当社が、当社普通株式につき、株式分割(当社普通株式の株式無償割当を含む)又は株式併合等を行うことに

より、株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとする。

2. 新株予約権者は、当社取締役及び執行役員いずれの地位も喪失した日の翌日から起算して10年が経過した場

合には、以後、新株予約権を行使できないものとする。

3. その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契

約」で定めるところによるものとする。

4. 当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。)又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)（以

上を総称して以下、組織再編行為)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき吸収合

併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がそ

の効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ)の直前において残存す

る募集新株予約権(以下、残存新株予約権)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、再編対象会社)の新株予約権を以下の条件に基づ

きそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約

権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1株当たり1円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、本新株予約

権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(9) その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

5. 2023年11月2日開催の当社取締役会の決議に基づき、2024年1月1日付をもって普通株式1株を3株に分割したこ

とにより、2023年12月31日以前に取締役会で決議されたプランについては「新株予約権1個当たりの目的たる

株式の数(付与株式数)」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、数及び内容」が調整されています。

＜株価条件＞

(株価条件①)から3年間を業績評価期間(以下、評価期間)とし、評価期間中の当社株式成長率(評価期間中の当社

の株主総利回り(Total Shareholder Return、以下、TSR)を、評価期間中の東証株価指数(以下、TOPIX)の成長率

で除して算出する)に応じて、次のとおり権利行使可能数を変動させる。

(1) 権利行使可能となる新株予約権の数は、以下算定式で定まる数とする。ただし、新株予約権1個未満の数

は四捨五入するものとする。

• 新株予約権の当初割当数 × 権利確定割合

※ 当初割当数は、(株価条件②)時点の役位をもって算定する。

(2) 新株予約権の権利確定割合は、評価期間中の当社株式成長率に応じて、以下のとおり変動する。

ただし、1%未満の数は四捨五入するものとする。

• 当社株式成長率が125%以上の場合：100%

• 当社株式成長率が75%以上125%未満の場合：

40%＋｛当社株式成長率(%)－75(%)｝×1.2(1%未満四捨五入)

• 当社株式成長率が75%未満の場合：40%
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(3) 当社株式成長率は以下のとおりである。

[当社株式成長率]＝当社TSR÷TOPIX成長率

評価期間中の当社TSR＝(A＋B)÷C、評価期間中のTOPIX成長率＝D÷Eとする。

A：(株価条件③)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値

B：(株価条件④)以後、(株価条件③)までの間における当社普通株式1株当たりの配当金の総額

C：(株価条件⑤)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値

D：(株価条件⑥)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所におけるTOPIXの終値平均値

E：(株価条件⑦)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所におけるTOPIXの終値平均値

※ A、C、D及びEは、取引が成立しない日を除く。

ただし、評価期間中のプランのうち2023年度新株予約権D、2025年度新株予約権C2プラン(株価条件付株

式報酬型ストックオプション)における当社TSRの算出については以下のとおりとする。

A：(株価条件③)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値

B：(株価条件④)以後、2023年12月31日までの間における当社普通株式1株当たりの配当金の総額の3分の

1(1円未満切り捨て)と、2024年1月1日以後、(株価条件③)までの間における当社普通株式1株当たり

の配当金の総額の合計額

C：(株価条件⑤)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値の3

分の1(1円未満切り捨て)
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・当事業年度の末日後に取締役会で決議された株価条件付株式報酬型ストックオプション

プラン名称
2026年度新株予約権

C6プラン
2026年度新株予約権

C5プラン
2026年度新株予約権

C4プラン
2026年度新株予約権

C3プラン

決議年月日 2026年5月19日

付与対象者の
区分及び人数

当社元執行役員1名 当社元執行役員1名 当社元執行役員1名
当社執行役員1名及び

元執行役員1名

新株予約権の
数 ※

192個 151個 92個 144個

新株予約権1
個当たりの目
的たる株式の
数(付与株式
数) ※

300株 (注)

新株予約権の
目的となる株
式の種類、数
及び内容 ※

当社普通株式
57,600株
(注)

当社普通株式
45,300株
(注)

当社普通株式
27,600株
(注)

当社普通株式
43,200株
(注)

発行済株式は全て完全議決権株式かつ、権利内容に限定のない株式。単元株式数は100株。

新株予約権の
行使時の払込
金額 ※

1円

新株予約権の
行使期間 ※

2026年6月8日から
2050年7月6日まで

2026年6月8日から
2051年7月12日まで

2026年6月8日から
2052年7月11日まで

2026年7月11日から
2053年7月10日まで

新株予約権の
行使により株
式を発行する
場合の株式の
発行価格及び
資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規則第17条第1項に従い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし、
計算の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げるものとする。

新株予約権の
行使の条件
※

(注)

新株予約権の
譲渡に関する
事項 ※

新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要する。

組織再編成行
為に伴う新株
予約権の交付
に関する事項
※

(注)

株 価 条 件 ①
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日

株 価 条 件 ②
（注）

2020年4月1日 2021年4月1日 2022年4月1日 2023年4月1日

株 価 条 件 ③
（注）

2023年7月7日 2024年7月13日 2025年7月12日 2026年7月11日

株 価 条 件 ④
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日

株 価 条 件 ⑤
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日

株 価 条 件 ⑥
（注）

2023年7月7日 2024年7月13日 2025年7月12日 2026年7月11日

株 価 条 件 ⑦
（注）

2020年7月6日 2021年7月12日 2022年7月11日 2023年7月10日



― 58 ―

プラン名称
2026年度新株予約権

C2プラン

決議年月日 2026年5月19日

付与対象者の区
分及び人数

当社執行役員1名及び
元執行役員2名

新株予約権の数
※

142個

新株予約権1個
当たりの目的た
る株式の数(付
与株式数) ※

300株 (注)

新株予約権の目
的となる株式の
種類、数及び内
容 ※

当社普通株式
42,600株
(注)

発行済株式は全て完全議決
権株式かつ、権利内容に限
定のない株式。単元株式数
は100株。

新株予約権の行
使時の払込金額
※

1円

新株予約権の行
使期間 ※

2027年7月9日から
2054年7月8日まで

新株予約権の行
使により株式を
発行する場合の
株式の発行価格
及び資本組入額
※

発行価格 1円

資本組入額は、会社計算規
則第17条第1項に従い算出さ
れる資本金等増加限度額の2
分の1の金額とし、計算の結
果生じる1円未満の端数は、
これを切り上げるものとす
る。

新株予約権の行
使の条件 ※

(注)

新株予約権の譲
渡に関する事項
※

新株予約権を譲渡するとき
は、当社取締役会の承認を
要する。

組織再編成行為
に伴う新株予約
権の交付に関す
る事項 ※

(注)

株 価 条 件 ①
（注）

2024年7月8日

株 価 条 件 ②
（注）

2024年4月1日

株 価 条 件 ③
（注）

2027年7月9日

株 価 条 件 ④
（注）

2024年7月8日

株 価 条 件 ⑤
（注）

2024年7月8日

株 価 条 件 ⑥
（注）

2027年7月9日

株 価 条 件 ⑦
（注）

2024年7月8日

※ 取締役会決議時点(2026年5月19日)における内容を記載しています。
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(注) 付与株式数の調整及び新株予約権の行使の条件

1. 当社が、当社普通株式につき、株式分割(当社普通株式の株式無償割当を含む)又は株式併合等を行うことに

より、株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行うものとする。

2. 新株予約権者は、当社取締役及び執行役員いずれの地位も喪失した日の翌日から起算して10年が経過した場

合には、以後、新株予約権を行使できないものとする。

3. その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受けた者との間で締結した「新株予約権割当契

約」で定めるところによるものとする。

4. 当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割会

社となる場合に限る。)又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)（以

上を総称して以下、組織再編行為)をする場合において、組織再編行為の効力発生日(吸収合併につき吸収合

併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がそ

の効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力

を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ)の直前において残存す

る募集新株予約権(以下、残存新株予約権)を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法

第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社(以下、再編対象会社)の新株予約権を以下の条件に基づ

きそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約

権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定め

た場合に限るものとする。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記

(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額と

する。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再

編対象会社の株式1株当たり1円とする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、本新株予約

権の行使期間の満了日までとする。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(8) 新株予約権の取得条項

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

(9) その他の新株予約権の行使の条件

本新株予約権の取り決めに準じて決定する。

5. 2023年11月2日開催の当社取締役会の決議に基づき、2024年1月1日付をもって普通株式1株を3株に分割したこ

とにより、2023年12月31日以前に取締役会で決議されたプランについては「新株予約権1個当たりの目的たる

株式の数(付与株式数)」及び「新株予約権の目的となる株式の種類、数及び内容」が調整されています。

＜株価条件＞

(株価条件①)から3年間を業績評価期間(以下、評価期間)とし、評価期間中の当社株式成長率(評価期間中の当社

の株主総利回り(Total Shareholder Return、以下、TSR)を、評価期間中の東証株価指数(以下、TOPIX)の成長率

で除して算出する)に応じて、次のとおり権利行使可能数を変動させる。

(1) 権利行使可能となる新株予約権の数は、以下算定式で定まる数とする。ただし、新株予約権1個未満の数

は四捨五入するものとする。

• 新株予約権の当初割当数 × 権利確定割合

※ 当初割当数は、(株価条件②)時点の役位をもって算定する。

(2) 新株予約権の権利確定割合は、評価期間中の当社株式成長率に応じて、以下のとおり変動する。

ただし、1%未満の数は四捨五入するものとする。

• 当社株式成長率が125%以上の場合：100%

• 当社株式成長率が75%以上125%未満の場合：

40%＋｛当社株式成長率(%)－75(%)｝×1.2(1%未満四捨五入)

• 当社株式成長率が75%未満の場合：40%
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(3) 当社株式成長率は以下のとおりである。

[当社株式成長率]＝当社TSR÷TOPIX成長率

評価期間中の当社TSR＝(A＋B)÷C、評価期間中のTOPIX成長率＝D÷Eとする。

A：(株価条件③)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値

B：(株価条件④)以後、(株価条件③)までの間における当社普通株式1株当たりの配当金の総額

C：(株価条件⑤)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値

D：(株価条件⑥)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所におけるTOPIXの終値平均値

E：(株価条件⑦)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所におけるTOPIXの終値平均値

※ A、C、D及びEは、取引が成立しない日を除く。

ただし、評価期間中のプランのうち2026年度新株予約権C3プラン(株価条件付株式報酬型ストックオプシ

ョン)における当社TSRの算出については以下のとおりとする。

A：(株価条件③)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値

B：(株価条件④)以後、2023年12月31日までの間における当社普通株式1株当たりの配当金の総額の3分の

1(1円未満切り捨て)と、2024年1月1日以後、(株価条件③)までの間における当社普通株式1株当たり

の配当金の総額の合計額

C：(株価条件⑤)の属する月の直前3か月の各日の東京証券取引所における当社普通株式の終値平均値の3

分の1(1円未満切り捨て)

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年4月1日～
2022年3月31日

－ 1,485,723 － 204,446 － 214,161

2022年4月1日～
2023年3月31日(注1)

△27,421 1,458,302 － 204,446 － 214,161

2023年4月1日～
2024年3月31日(注2)

2,720,716 4,179,018 － 204,446 － 214,161

2024年4月1日～
2025年3月31日(注3)

△156,627 4,022,391 － 204,446 － 214,161

2025年4月1日～
2026年3月31日(注4)

6,535 4,028,926 9,378 213,824 9,378 223,539

(注) 1.2022年9月30日付で自己株式を消却しています。(11,578,000株減)

2023年3月31日付で自己株式を消却しています。(15,843,000株減)

2.2023年5月31日付で自己株式を消却しています。(20,808,400株減)

2024年1月1日付で普通株式1株につき3株の割合をもって株式分割しています。(2,874,987,902株増)

2024年1月31日付で自己株式を消却しています。(133,463,700株減)

3.2024年10月31日付で自己株式を消却しています。(156,627,000株減)

4.2025年8月12日付で役員報酬BIP信託宛てに普通株式を新規発行しています。(発行価格2,870円 資本組入額

1,435円)

5.2026年4月1日から2026年5月31日までの期間において、2026年4月30日付で自己株式を消却しています。

(318,397,611株減)
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(5) 【所有者別状況】

2026年3月31日現在

区分

株式の状況(1単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数(人) 4 231 51 4,617 982 2,628 665,828 674,341 －

所有株式数
(単元)

99 12,976,819 1,181,035 1,297,163 12,909,590 16,508 11,855,285 40,236,499 5,276,453

所有株式数
の割合(%)

0.00 32.25 2.94 3.22 32.09 0.04 29.46 100 －

(注) 1. 株主数は、単元未満株主数を除いて表示しています。なお、単元未満株主を含めた総株主数は、876,274名
です。

2. 自己株式341,040,934株は、「個人その他」欄に3,410,409単元、「単元未満株式の状況」欄に34株を含めて
記載しています。

3. 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が、93単元含まれています。



― 62 ―

(6) 【大株主の状況】

2026年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(%)

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区赤坂1丁目8番1号
赤坂インターシティAIR

614,262 16.65

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505104
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南2丁目15-1
品川インターシティA棟)

402,636 10.91

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海1丁目8-12 194,987 5.28

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2丁目1-1 126,084 3.41

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（退職給付信託口・議決権
受託者行使型）

東京都港区赤坂1丁目8番1号
赤坂インターシティAIR

96,830 2.62

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部)

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,
MASSACHUSETTS
(東京都港区港南2丁目15-1
品川インターシティA棟)

55,956 1.51

JP MORGAN CHASE BANK 385781
(常任代理人 株式会社みずほ銀行
決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON, E14
5JP, UNITED KINGDOM
(東京都港区港南2丁目15-1
品川インターシティA棟)

47,917 1.29

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（退職給付信託口・日本郵
船株式会社口）

東京都港区赤坂1丁目8番1号
赤坂インターシティAIR

45,000 1.22

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（退職給付信託口・三菱電
機株式会社口）

東京都港区赤坂1丁目8番1号
赤坂インターシティAIR

35,635 0.96

CITIBANK, N.A.-NY, AS
DEPOSITARY BANK FOR DEPOSITARY
SHARE HOLDERS
(常任代理人 シティバンク、エ
ヌ・エイ東京支店）

388 GREENWICH STREET NEW YORK, NY 10013
USA
(東京都新宿区新宿6丁目27番30号)

31,403 0.85

計 1,650,713 44.76

(注) 1.上記のほか当社所有の自己株式341,040千株がございます。

2.日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)の所有株式のうち、309,067千株は投資信託、6,683千株は年

金信託です。

3.株式会社日本カストディ銀行(信託口)の所有株式のうち、127,096千株は投資信託、37,010千株は特定金銭信

託、19,116千株は指定金銭信託（単独運用）、8,758千株は年金信託、234千株は金外信託です。

4.当社は、2025年8月28日公表の「主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」に記載のとおりNATIONAL

INDEMNITY COMPANYが主要株主に該当するとして、2025年8月28日付で臨時報告書（主要株主の異動）を提出し

ています。

5.2025年9月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラスト・

アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者であるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社が2025

年9月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年3月31日現在におけ

る実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めていません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(%)

三井住友トラスト・アセット
マネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目1番1号 105,171 2.61

アモーヴァ・アセットマネジ
メント株式会社

東京都港区赤坂九丁目7番1号 81,167 2.01
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2026年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 341,040,900

－ －
(相互保有株式)

普通株式 144,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,682,465,000 36,824,650 －

単元未満株式 普通株式 5,276,453 －
一単元(100株)
未満の株式

発行済株式総数 4,028,926,353 － －

総株主の議決権 － 36,824,650 －

(注) 1.「完全議決権株式（自己株式等）」の欄に記載の株式のほか、連結財務諸表に自己株式として認識している

役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託保有の株式があり、当該株式数は「完全議決権株式（その他）」の

欄に含まれています。
役員報酬BIP信託 6,535,200株
株式付与ESOP信託 19,810,580株
また、「議決権の数」の欄には、同信託保有の完全議決権株式に係る議決権の個数が含まれています。
役員報酬BIP信託 65,352個
株式付与ESOP信託 198,105個

2. 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,300株含まれています。

また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数93個が含まれています。

3. 「単元未満株式」の欄には、次の自己株式及び株式付与ESOP信託保有の株式が含まれています。
自己株式 34株
株式付与ESOP信託 80株

② 【自己株式等】

2026年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(%)

三菱商事㈱(自己株式)
東京都千代田区丸の内
二丁目3番1号

341,040,900 - 341,040,900 8.46

カタギ食品㈱
大阪府寝屋川市石津元町
12番8号

100,800 - 100,800 0.00

㈱中村商会
東京都中央区日本橋
本石町三丁目1番7号

43,200 - 43,200 0.00

計 － 341,184,900 - 341,184,900 8.46

(注) 1.上記のほか、自己保有の単元未満株式34株があります。このほか、連結財務諸表に自己株式として認識して

いる役員報酬BIP信託保有の株式が6,535,200株、株式付与ESOP信託保有の株式が19,810,580株あります。

2.カタギ食品㈱は、当社が総株主の議決権の4分の1以上を保有するかどや製油㈱の完全子会社です。
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(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

（役員に対する株式所有制度）

① 役員株式保有制度の概要

当社は、株主との価値共有、当社の将来にわたる持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に向けた取組みの

強化に繋げることを最大の目的として、当社取締役（監査等委員である取締役を除く）のうち業務執行を担う

取締役、及び当社執行役員（以下、総称して「取締役等」）を対象に、役員報酬BIP（Board Incentive

Plan）信託を用いた株価連動型株式報酬制度を導入しています。

役位及び業績の達成度等に応じて、当社株式又は当社株式の換価処分金相当額の金銭を、一定の受益者要件を

満たす当社取締役等に対して、交付又は給付します。

② 取締役等に取得させる予定の株式の総額

187億円（信託報酬・信託費用含む）

③ 当該役員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社取締役等のうち受益者要件を満たす者

（従業員に対する株式所有制度）

① 従業員株式所有制度の概要

当社は、2019年5月9日開催の取締役会において、中長期的な会社の発展・企業価値向上と従業員個人の成長を

リンクさせる効果を期待し、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託を用いた従業員向けの経

営人材株式交付制度を導入することを決議しました。

一定の金銭を受託者に信託し、受益者要件を満たす当社従業員を受益者とするESOP信託（以下、本信託)を設

定します。本信託は、信託管理人の指図に従い、拠出された金銭を原資として当社株式を株式市場から取得し

ます。信託期間中、資格・グレード、目標達成度等に応じて、当社従業員に一定のポイント数が付与され、一

定の受益者要件を満たす当社従業員に対して、退職時に、当該ポイント数に応じた株数の当社株式を交付しま

す。

なお、2025年4月に、本制度の継続を決定しました。

② 従業員に取得させる予定の株式の総額

256億円(信託報酬・信託費用を含む)

③ 当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社従業員のうち受益者要件を満たす者
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2 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第3号及び会社法第155条第7号に該当する普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第2項による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

取締役会(2025年4月3日)での決議状況
(取得期間 2025年4月4日～2026年3月31日)

689,000,000(上限) 1,000,000

当事業年度前における取得自己株式 - -

当事業年度における取得自己株式 318,397,611 999,999

残存決議株式の総数及び価額の総額 370,602,389 0

当事業年度の末日現在の未行使割合(%) 53.79 0.00

当期間における取得自己株式 - -

提出日現在の未行使割合(%) 53.79 0.00

（注）1.当社は、2025年4月3日開催の取締役会において、会社法第459条第1項の規定による当社定款に基づき、自己

株式の公開買付け、及び市場買付けを行うことを決議いたしました。

公開買付けの概要は以下のとおりです。

①買付け予定数：100,390,000株

②買付け等の価格：普通株式1株につき、2,291円

③公開買付期間：2025年4月4日（金曜日）から2025年5月2日（金曜日）まで（20営業日）

④公開買付開始公告日：2025年4月4日（金曜日）

⑤決済の開始日：2025年5月28日（水曜日）

また、上記の取得価額の総額のうち、公開買付けにおいて取得されなかった分については、公開買付期間終

了後に市場買付けにより取得しています。

2.2025年4月3日付取締役会決議に基づく公開買付けは2025年5月2日をもって終了しています。なお、当該自己

株式の公開買付けにより買い付けた自己株式は93,109,311株です。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 4,130 15

当期間における取得自己株式 617 3

(注)「当期間における取得自己株式」には、2026年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

請求による株式数は含まれていません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 - - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - 318,397,611 998,042

合併、株式交換、株式交付、会社分割に
係る移転を行った取得自己株式

- - - -

その他 (新株予約権の権利行使)
(単元未満株式の買増請求)

2,085,000
105

2
0

244,800
0

0
0

保有自己株式数 341,040,934 - 22,399,140 -

(注) 1. 当事業年度における「保有自己株式数」には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が取得した株

式数は含まれていません。

2. 当期間における「その他(新株予約権の権利行使、単元未満株式の買増請求)」には、2026年6月1日か

らこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使、単元未満株式の買増請求による株式数は

含まれていません。

3. 当期間における「保有自己株式数」には、役員報酬BIP信託及び株式付与ESOP信託が取得した株式数、

2026年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の権利行使、単元未満株式の買取請求

及び買増請求による株式数は含まれていません。
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3 【配当政策】

2025年度から2027年度を対象とする「経営戦略 2027」では、持続的な利益成長に応じて増配を行う累進配当を継続し

ており、2025年度の期末配当金については、1株当たり55円とすることとし、2026年6月19日開催の定時株主総会で決

議される予定です。この結果、2025年度の1株当たり年間配当金は、中間配当金（1株当たり55円）と合わせ110円とな

ります。

決議年月日 配当金の総額(百万円) 1株当たり配当額(円)

2025年11月4日
取締役会決議

208,545 55

2026年6月19日
定時株主総会決議（予定）

202,834 55

2025年度年間配当の
合計

411,379 110

（注） 1. 当社は、剰余金の配当等、会社法第459条第1項各号に掲げる事項を、取締役会の決議によって定めること
ができるよう定款に定めています。

2. 当社は、中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、2025年度におけ
る剰余金の配当の決定機関は、期末配当（基準日は毎年3月31日）については株主総会、中間配当（基準
日は毎年9月30日）については（注）1の記載に基づき取締役会としています。
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4 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

(i)当社は、『三綱領』を企業理念とし、公明正大を旨とする企業活動を通じ、継続的に企業価値の向上を図ると

ともに、物心共に豊かな社会の実現に貢献することが、全てのステークホルダーの期待に応えることと捉え、

この実現のため、経営の健全性、透明性及び効率性を確保する基盤として、コーポレート・ガバナンスを継続

的に強化することを経営上の重要な基本方針としています。

(ⅱ)当社は、上記(i)に定める基本的な考え方の下、経営における監督と執行の分離を進め、取締役会による充実し

た審議を通じて経営に対する実効性の高い監督を実現するとともに、重要な業務執行の決定の一部を社長又は

その他業務執行取締役（以下、社長及びその他業務執行取締役を総称して「業務執行取締役」という）に委任

することにより、迅速・果断で、かつ変化への対応力をもつ意思決定を可能とするため、監査等委員会設置会

社を採用しています。

(ⅲ)上記(ⅱ)に定める体制の下、取締役会より委任を受けた業務執行取締役が、経営戦略・事業計画等の原案を策

定し、取締役会においてその内容を審議した上で決定します。業務執行取締役は、進捗状況を定期的に取締役

会に報告し、取締役会はその進捗状況のモニタリングを行うことにより、継続的な企業価値の向上を図りま

す。

(ⅳ)当社は、役職員の行動規範、全社横断的な管理体制、予防・是正・改善措置、内部通報制度等を社内規程等で

定め、周知の上、運用の徹底を図り、コンプライアンス体制を実現するとともに、適切な内部統制システムを

構築し、毎年その運用状況を確認の上、継続的な改善・強化に努めます。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、上記(1)①(i)の基本的な考え方の下、2000年代よりコーポレート・ガバナンス改革を推し進め、変化

を先取り、事業を変革・強化しながら成長を推進する経営・業務執行を実現すべく、取締役会における充実し

た審議による実効性の高い監督を発展させつつ、企業価値の向上に努めてきました。

当社は、「監査等委員会設置会社」の機関設計の下、権限委譲を通じて迅速な意思決定を推進するとともに、

外部環境変化・外部要請を踏まえ、取締役会における経営方針・経営戦略を中心とした審議をさらに充実させ

ることで取締役会の監督機能の強化・高度化を図っています。また、コーポレート・ガバナンスのあり方、体

制については、社外取締役が過半数を占めるコーポレートガバナンス・指名委員会で審議し、取締役会でもそ

の結果のフィードバックに基づき、実効性を確認していきます。

③ 取締役会

取締役会の役割・責務及び規模・構成、並びに、取締役の役割・責務、選任方針及び選任手続は、社外取締役

が過半数を占めるコーポレートガバナンス・指名委員会で審議し、取締役会で次のとおり決定しています。

(i)取締役会の役割・責務

取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、当社の健全で持続的な成長と継続的な企業価値の向

上を促し、物心共に豊かな社会の実現に貢献するべく、以下に列挙する役割・責務を果たし、透明・公正かつ迅

速・果断な意思決定及び実効性の高い経営監督の実現を図っています。

a.当社を取り巻く外部環境・時代観・世界観等を踏まえ、当社の事業実態に即した経営の大きな方向性を示す

こと

b.執行側が整備した適切なリスクテイクを支える経営管理・リスク管理制度につき、その体制整備・運用状況

を監督すること

c.執行側が策定し、取締役会で承認した経営の基本方針に照らして、独立した客観的な立場から執行側を評価

し、必要な是正を促すことで、執行側に対して実効性の高い監督を行うこと

(ⅱ)取締役会の規模・構成

取締役会は、上記(i)の取締役会の役割・責務を果たすため、多様性が確保された適切な規模及び構成とするも

のとし、そのうち当社の独立性基準を満たす社外取締役の人数が3分の1以上を占める構成としています。
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(ⅲ)取締役（監査等委員である取締役を除く）の役割・責務

取締役（監査等委員である取締役を除く）の役割・責務はそれぞれ以下のとおりです。

a.社内取締役

(a)取締役会長は、コーポレート・ガバナンスの維持・発展に努めるとともに、取締役会議長として、執行

側の実情も踏まえながら、社外取締役の意見・考えを適切に引き出し、取締役会での議論を中立的にリード

することで、審議の充実化を図り、取締役会の役割・機能を発揮させることにより、当社の健全で持続的な

成長と継続的な企業価値の向上を目指す。

(b)業務執行取締役は、取締役会で承認された経営の基本方針に沿って業務を遂行するとともに、取締役会

宛に業務執行状況を報告し、取締役会での審議内容を踏まえて、日々の業務執行にあたることにより、当社

の健全で持続的な成長と継続的な企業価値の向上を目指す。

b.社外取締役

企業経営に関する実践的な視点や客観的・専門的な視点をもって、執行側の示す経営戦略の遂行を監督し、

自らの経験やネットワークからの情報を基に、中長期の大きな方向性について助言した上で、取締役会とし

ての適切な意思決定に参加することで、当社の健全で持続的な成長と継続的な企業価値の向上を目指す。

(ⅳ)取締役（監査等委員である取締役を除く）の選任方針

取締役（監査等委員である取締役を除く）は、上記(ⅲ)に定める役割・責務を踏まえ、以下に定める方針のも

と、全人格的な要素を考慮し、選任することとしています。

a.社内取締役

取締役会議長を務める取締役会長、業務執行の最高責任者である社長のほか、全社経営を担う役付執行役員

の中から選任する。

b.社外取締役

(a)企業経営者としての豊富な経験に基づく、実践的な視点を持つ者、及び世界情勢、社会・経済動向等に

関する高い見識に基づく、客観的かつ専門的な視点を持つ者から選任する。

(b)社外取締役選任の目的に適うよう、その独立性の確保に留意し、実質的に独立性を確保し得ない者は社

外取締役として選任しない（独立性については、(2) 役員の状況 ② a をご参照ください）。

(c)広範な事業領域を有する当社として、企業経営者を社外取締役とする場合、当該取締役の本務会社との

取引において利益相反が生じる可能性もあるが、個別案件の利益相反には、取締役会において適正に対処す

るとともに、複数の社外取締役を置き、多様な視点を確保する。

(ⅴ)取締役（監査等委員である取締役を除く）の選任手続

取締役（監査等委員である取締役を除く）の選任にあたっては、上記(ⅳ)に定める取締役（監査等委員である

取締役を除く）の選任方針を踏まえ、社長が取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者の選任案を作成

し、コーポレートガバナンス・指名委員会による審議を経て、取締役（監査等委員である取締役を除く）選任

議案として取締役会で決議し、株主総会に付議することとしています。
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(ⅵ)取締役会の活動状況

2025年度において当社は取締役会を16回（定例：11回、臨時：5回）開催し、社内取締役（垣内威彦（取締役会

長）、中西勝也、塚本光太郎、柏木豊、野内雄三、野島嘉之の各氏）、常勤監査等委員（鴨脚光眞、村越晃の

各氏）、社外取締役及び社外監査等委員である取締役は、出席対象となる取締役会の全てに出席しました。社

外取締役及び社外監査等委員である取締役の出席状況の詳細については以下のとおりです。

社外取締役（社外監査等委員である取締役を除く）

氏名 開催回数 出席回数

宮永 俊一
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

秋山 咲恵
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

鷺谷 万里
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

小木曾 麻里
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

社外監査等委員である取締役

氏名 開催回数 出席回数

立岡 恒良
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

佐藤 りえ子
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

中尾 健
（定例）11回

（臨時）5回

（定例）11回

（臨時）5回

取締役会での審議内容等については、次のとおりです。

取締役会では、経営上の重要事項を審議し、全社経営の主要項目や各グループの事業戦略等の報告を通じた業

務執行の監督を行っています。また、法令及び定款に基づく決議事項、並びに当社が定める金額基準を超える

投融資案件については、経済的側面だけでなく、サステナビリティの観点も重視し、審議・決定しています。

さらに、適切な内部統制システムを構築し、毎年その運用状況を確認の上、継続的な改善・強化に努めていま

す。なお、取締役会決議事項を除く業務執行は、執行役員に委ね、業務執行の最高責任者として社長を、経営

意思決定機関として社長室会（月2回程度開催）を置き、業務を執行しています。

（社外取締役の状況については、（2）役員の状況 ②社外役員の状況をご参照ください。）

2025年度は、『経営戦略2027』実現のための価値創造メカニズムを構成する要素を捉えながら、以下の項目に

ついて、取締役会として適切にモニタリングしました。

＜2025年度取締役会実績＞

・経営戦略関連、コーポレート施策

株主総会関連、『経営戦略2027』策定関連、経営戦略会議開催報告、事業戦略会議関連、業務執行報告（金

融アライアンス・CVC／EX戦略／リスク管理／人事戦略／地域戦略／ステークホルダーエンゲージメント戦

略／サステナビリティ法定開示／事業投資実績調査、事業ポートフォリオモニタリング）、コーポレートガ

バナンス・指名委員会開催報告、報酬委員会開催報告、監査部活動方針・活動報告、内部統制システム関連、

取締役会の実効性評価、寄附関連、会社役員賠償責任保険（D&O）関連、開示関連（有価証券報告書、コーポ

レート・ガバナンス報告書、内部統制報告書）、コンプライアンス関連、取締役人事／役員人事関連、役員

報酬関連、組織体制関連、サステナビリティ委員会開催報告、英国現代奴隷法対応関連、東京証券取引所か

らの要請対応、決算関連、自己株式取得・消却方針、資金調達方針、社債発行、財務活動報告、政策保有株

式の保有方針検証、等
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・投融資案件、その他

三菱食品㈱関連、千代田化工建設㈱関連、RtM事業関連、国内洋上風力発電事業関連、Cermaq Group AS関連、

サハリン2事業関連、鈴川エネルギーセンター㈱関連、Anglo American Sur S.A.関連、米国Copper World銅

鉱山事業関連、米国シェールガス事業関連、等

④ 取締役会の実効性評価

2025年度の取締役会実効性評価では、以下のプロセスを通じて、取締役会の実効性が確保されていることが確

認されました。
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⑤ 取締役会の諮問機関

当社は、指名委員会に相当する任意の委員会、及び報酬委員会に相当する任意の委員会として、「コーポレー

トガバナンス・指名委員会」と「報酬委員会」を設置しています。

(i)コーポレートガバナンス・指名委員会

コーポレートガバナンス・指名委員会は、コーポレート・ガバナンスの継続的な強化を図るとともに、取締

役会による指名プロセスについてより客観性・透明性を高め、公正性を担保することを目的として、全社外

取締役が参加し、以下の事項に関し、審議・モニタリングを行っています。

＜審議事項＞

・コーポレート・ガバナンスにかかる基本方針及び枠組み

・取締役の選解任に関する事項

・指名等に関する事項

・その他コーポレートガバナンス・指名委員長が必要と認める事項

＜委員の構成※／2025年度開催回数・出席回数＞（＊は委員長）

社外委員（7名）

氏名 開催回数 出席回数

宮永 俊一（社外取締役） 3回 3回

秋山 咲恵（社外取締役） 3回 3回

鷺谷 万里（社外取締役） 3回 3回

小木曾 麻里（社外取締役） 3回 3回

立岡 恒良（社外監査等委員） 3回 3回

佐藤 りえ子（社外監査等委員） 3回 3回

中尾 健（社外監査等委員） 3回 3回

社内委員（3名）

氏名 開催回数 出席回数

垣内 威彦＊（取締役会長） 3回 3回

中西 勝也（取締役 社長） 3回 3回

鴨脚 光眞（常勤監査等委員） 3回 3回

※2025年度の委員の構成を記載しています。

＜2025年度の主な審議実績＞

・取締役会の規模・構成／社外取締役の要件

・取締役会実効性評価 実施方針／結果

・経営者の要件

・執行役員人事案

・取締役人事案

(ⅱ)報酬委員会

報酬委員会は、取締役会による役員報酬等の決定方針や報酬等の額の決定について、より客観性・透明性を

高め、公正性を担保することを目的として、以下の事項に関し、審議・モニタリング、決定を行っていま

す。

＜審議事項＞

・役員報酬等の基本的な考え方

・その他報酬委員長が必要と認める事項

＜審議・決定事項＞※委員4名に加え、監査等委員を含む全社外取締役も参加

・執行役員報酬のサステナビリティ項目評価

・社長業績評価
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＜委員の構成※／2025年度開催回数・出席回数＞（＊は委員長）

社外委員（3名）

氏名 開催回数 出席回数

秋山 咲恵＊（社外取締役） 4回 4回

小木曾 麻里（社外取締役） 4回 4回

立岡 恒良（社外監査等委員） 4回 4回

社内委員(1名)

氏名 開催回数 出席回数

垣内 威彦（取締役会長） 4回 4回

※2025年度の委員の構成を記載しています。

＜2025年度の主な審議実績＞

＜審議事項＞

・役員報酬ガバナンス

・取締役の報酬について

＜審議・決定事項＞

・執行役員報酬のサステナビリティ項目評価

・社長業績評価

(ⅲ)国際諮問委員会

国際諮問委員会は、取締役会の審議に国際的かつ社外の多様な視点を取り入れることにより、各ステークホ

ルダーの意見を経営に反映する体制を整えることを目的として、委員会における討議を踏まえ、国際的視点

に立った提言・助言を取締役会に対して行っています。

＜討議事項＞

国際情勢を中心とした外部環境を踏まえて委員会事務局が適切に選定。

＜委員の構成＞（＊は委員長）（2026年3月末時点）

海外委員（6名）:

ナタラジャン・チャンドラセカラン・KBE タタ・サンズ会長（インド）

ビラハリ・カウシカン 元シンガポール外務事務次官（シンガポール）

ビクター・チュウ・CBE 香港・米国経済協議会会長（香港）

リュック・レモン フランス電力元会長兼CEO（フランス）

ランダル・クオールズ 米国連邦準備制度理事会元副議長（米国）

ジョン・ハムレ 戦略国際問題研究所所長（米国）

国内委員（5名）:

垣内 威彦＊ 取締役会長

中西 勝也 取締役 社長

立岡 恒良 社外取締役

勝 栄二郎 元財務事務次官

岡野 正敬 元国家安全保障局長・元外務事務次官

＜2025年度の主な討議テーマ実績＞

・世界情勢から読み解く米中関係

・西側諸国の断絶：新たな世界秩序？

・AI革命：グローバルパワーの再構築

＜活動状況＞

当社は国際諮問委員会を年に1回開催しており、2025年度については2026年3月30日に開催しています。

⑥ 監査等委員会

監査等委員会の役割・責務、及び規模・構成、並びに、監査等委員である取締役の役割・責務、選任方針、及
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び選任手続は、社外取締役が過半数を占めるコーポレートガバナンス・指名委員会で審議し、取締役会で次の

とおり決定しています。

(ⅰ)監査等委員会の役割・責務

監査等委員会は、株主の負託を受けて取締役の職務の執行を監査する法定の独立機関として、その職務を適正

に執行することにより、良質な企業統治体制を確立する責務を負い、かつ、取締役会と協働して会社の監督機

能の一翼を担います。これらの役割・責務を通じて、当社のコーポレート・ガバナンスの維持・発展を支え、

様々なステークホルダーの利害に配慮するとともに、ステークホルダーとの協働に努めながら、当社の健全で

持続的な成長と継続的な企業価値及び社会的信頼の向上を目指します。

(ⅱ)監査等委員会の規模・構成

監査等委員会は、上記の監査等委員会の役割・責務を果たすため、多様性が確保された適切な規模及び構成と

するものとし、当社の独立性基準を満たす社外監査等委員の人数が過半数を占めるものとします。

(ⅲ)監査等委員である取締役の役割・責務

監査等委員である取締役（以下、監査等委員）の役割・責務はそれぞれ以下のとおりです。

a.常勤監査等委員

当社全社経営での経験や、財務・会計・法務・リスク管理等の知識・経験を踏まえ、(a)取締役会長ととも

に非業務執行の社内取締役として取締役会の役割・機能を発揮させるとともに、(b)常勤監査等委員として、

経営執行状況の適時的確な把握と、監査等委員会による実効性のある監査・監督の実現に向けた環境の整備

に努め、他の監査等委員と協力して、客観的・大局的な視点から監査・監督し、必要な場面においては信念

をもって執行側に直言することで、当社の健全で持続的な成長と継続的な企業価値及び社会的信頼の向上を

目指す。

b.社外監査等委員

社外取締役としての、企業経営に関する実践的な視点や客観的・専門的な視点をもって、執行側の示す経営

戦略の遂行を監督し、自らの経験やネットワークからの情報を基に、中長期の大きな方向性について助言し

た上で、取締役会としての適切な意思決定に参加することで、当社の健全で持続的な成長と継続的な企業価

値の向上を目指すという役割・責務に加え、企業経営に関する多様かつ豊富な知識・経験や自らの専門性を

踏まえ、中立的・客観的な立場から監査・監督し、当社の健全で持続的な成長と継続的な企業価値及び社会

的信頼の向上を目指す。

(ⅳ)監査等委員候補者の選任方針

監査等委員は、上記(ⅲ)に定める役割・責務を踏まえ、以下に定める方針のもと、全人格的な要素を考慮し、

選任するものとします。

a.常勤監査等委員

全社経営や財務・会計・法務・リスク管理、その他の知識・経験を持つ者から選任する。

b.社外監査等委員

(a)企業経営に関する多様かつ豊富な知識や経験を持つ者、及び監査・監督に資する専門性を持つ者から選

任する。

(b)社外監査等委員選任の目的に適うよう、その独立性確保に留意し、実質的に独立性を確保し得ない者は

社外監査等委員として選任しない。

(c)広範な事業領域を有する当社として、企業経営者を社外監査等委員とする場合、取締役である当該監査

等委員の本務会社との取引において利益相反が生じる可能性もあるが、個別案件の利益相反には、取締

役会において適正に対処するとともに、複数の社外監査等委員を置き、多様な視点を確保する。

(ⅴ)監査等委員の選任手続

監査等委員の選任にあたっては、上記(ⅳ)の方針を踏まえ、社長が常勤監査等委員と協議の上、監査等委員候

補者の選任案を作成し、コーポレートガバナンス・指名委員会による審議を経て、監査等委員会の同意を得た

上で、取締役会で決議し、株主総会に付議することとしています。

（社外監査等委員の状況については、（2）役員の状況 ②社外役員の状況をご参照ください。）

⑦ 内部統制体制

当社は、子会社を含めた当社グループ全体として、法令・定款に適合し、適正かつ効率的な業務遂行を通じた
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企業価値の向上を図るため、2026年5月1日の取締役会において、「内部統制システム構築に係る基本方針」を

以下のとおり決議しており、本基本方針の運用状況を確認のうえ、継続的な改善・強化に努めています。

＜内部統制システム構築に係る基本方針＞

(i)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a.コンプライアンスに関する体制

役職員の行動規範、全社横断的な管理体制、予防・是正・改善措置、内部通報制度等を社内規程等で定め、周

知の上運用の徹底を図り、また子会社においても同様の体制整備を促進することで、当社グループでのコンプ

ライアンス体制を実現する。

b.報告に関する体制

組織単位ごとの責任者の設置、法令及び基準に適合した報告の作成手続等を社内規程等で定め、周知の上運用

の徹底を図り、組織内及び組織の外部への報告、適正かつ適時な開示を確保する。

c.監査、モニタリングに関する体制

内部監査の体制・要領等を社内規程等で定め、周知の上運用の徹底を図り、各組織・子会社の職務遂行を客観

的に点検・評価し改善する。

(ⅱ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

職務遂行における情報の管理責任者や方法等を社内規程等で定め、周知の上運用の徹底を図り、情報の作成・

処理・保存等を適切に行う。

(ⅲ)リスク管理に関する規程その他の体制

リスクの類型、類型ごとの管理責任者や方法、体制等を社内規程等で定め、周知の上運用の徹底を図り、かつ、

子会社でも事業内容や規模に応じて必要なリスク管理体制の整備を促進することにより、職務遂行に伴うリス

クを当社グループとして適切にコントロールする。

（リスク管理体制については、第2 事業の状況 3 事業等のリスク 1.リスク管理体制をご参照ください。）

(ⅳ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a.社長は、当社グループとしての経営方針・目標を設定し、達成に向けた経営計画を策定の上、その実行を通

じて効率的な職務の執行を図る。

b.組織編成・職務分掌・人事配置・権限に関する基準・要領等を社内規程等で定め、周知の上運用の徹底を図

り、かつ、子会社でも事業内容や規模に応じて同様の社内規程等の整備を促進することにより、効率性を確保

する。

(ⅴ)当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

当社グループにおける業務の適正を確保するため、当社グループとしての基本方針を策定するとともに、子会

社ごとに管理責任者、管理上の重要事項、管理手法、株主権の行使等を社内規程等で定め、周知の上運用の徹

底を図る。また、その管理責任者は、子会社の取締役等の職務の執行に関する状況等につき、親会社として必

要な報告を受け、子会社の定量・定性的な状況・課題を把握する。

(ⅵ)監査等委員会を補助すべき使用人に関する事項、及び当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除

く）からの独立性に関する事項

監査等委員会を補助する監査等委員会直属の組織を設置し、他部署を兼務せず専ら監査等委員会を補助する使

用人を配置する。また、当該使用人の評価・異動等の人事に際しては、事前に監査等委員の意見を徴し、その

意見を尊重する。

(ⅶ)監査等委員会への報告に関する体制

a.監査等委員会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員又は使用人に対し、その業務の遂行

状況につき説明を求め、又は意見を述べることができる。この目的のため、監査等委員会が必要と認める重要

な会議には監査等委員が出席できる体制を整えるものとする。

b.著しい損害の発生のおそれがある場合の監査等委員会への報告について、責任者・基準・方法等を社内規程

等で定め、周知の上運用の徹底を図る。

c.監査等委員会が子会社に関する報告を求めた場合に各子会社の管理責任者又は役職員から報告を行う体制、

及び子会社の重大なコンプライアンス事案を含む重要な事案を監査等委員会へ報告する等の体制構築を促進す

る。

d.監査等委員会への報告を理由として役職員を不利に取り扱うことを禁止し、その旨を子会社にも周知の上運
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用の徹底を図る。

(ⅷ)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a.監査等委員会及び監査等委員は、社内関係部局・会計監査人等との意思疎通を図り、情報の収集や調査を行

い、関係部局はこれに協力する。

b.監査等委員会及び監査等委員の職務の執行に必要な費用は、会社が負担する。

⑧ 企業統治の体制

2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在の、企業統治の体制を図式化すると以下のとおりです。

なお、2026年6月19日開催予定の定時株主総会の「取締役（監査等委員である取締役を除く）10名選任の件」及

び「監査等委員である取締役5名選任の件」（いずれも決議事項）が承認可決された場合も変更はありません。

⑨ 責任限定契約の内容の概要

当社は、取締役（会社法上の業務執行取締役等であるものを除く）との間で、会社法第423条第1項に定める損

害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責任限度額は、同法第425条第1項に定める最低

責任限度額となります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該業務執行取締役等でない取締役が責任の

原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

⑩ 補償契約の内容の概要

当社は、各取締役との間で、会社法第430条の2第1項第1号の費用及び同項第2号の損失を法令の定める範囲内に

おいて補償する旨の契約を締結しています。当該契約においては、法令に定める場合のほか、当社が各取締役

に対して責任の追及に係る請求をする場合（株主代表訴訟による場合を除く）や各取締役が補償契約に定める

義務（報告・協力義務等）に違反した場合等については、当社が補償義務を負わないこと等を定めています。

⑪ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、当社の取締役及び執行役員等（以下、役員等）、並びに子会社の役員等及び子会社以外の出資先に当

社から派遣する役員等を被保険者として、役員等賠償責任保険（D&O保険）契約を締結し、被保険者がその職務

の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填

補することとしており、保険料は全額会社が負担しています。なお、法令違反の認識がある行為等に起因する

損害は上記保険契約により填補されません。

⑫ 情報開示

当社では、金融商品取引法、会社法等の法律に定められた書類等の作成や金融商品取引所の定める規則に基づ

く適時開示を行うと共に、社長室会の下部委員会として開示委員会を設置し、有価証券報告書等の開示書類に

ついて、内容の適正性の審議・確認等を行っています。又、チーフ・ステークホルダー・エンゲージメント・

オフィサー（CSEO）を任命の上、ステークホルダーとの対話の機会拡充、ホームページや統合報告書等での開

示強化を図っています。当社の経営・事業戦略を適切にステークホルダーに伝えると同時に、ステークホルダ

ーの期待を適切に経営に伝え、経営・ステークホルダー双方向でのフィードバックを実践しています。
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⑬ 取締役の定数

当社の取締役は17名以内とする旨、及びそのうち監査等委員である取締役は5名以内とする旨を定款で定めてい

ます。

⑭ 取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、監査等委員である取締役とそれ以外の取締役とを区別して、議決権を行

使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及

び累積投票によらない旨を定款に定めています。

⑮ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができるとした事項

(i)剰余金の配当等

当社は、株主への利益還元を機動的に、剰余金の配当や自己株式の取得に関する事項等会社法第459条第1項

各号に掲げる事項を、取締役会の決議により行うことができる旨を定款に定めています。

(ⅱ)取締役の責任軽減

当社は、取締役が職務を遂行するにあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、取締役会の決議（会社

法第426条第1項の規定に基づく決議をいう）によって、法令に定める範囲内で、取締役（取締役であった者

を含む）の責任を免除することができる旨を定款で定めています。

⑯ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を目的として、会社法第309条第2項の株主総会の決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもってこれを行う旨を定款に

定めています。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

a.2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は以下のとおりです。

男性 11名 女性 4名 (役員のうち女性の比率 26.7%)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役会長 垣内 威彦 1955年7月31日生

1979年4月 当社入社

2010年4月 執行役員 農水産本部長

2011年4月 執行役員 生活産業グループCEOオフィス

室長、農水産本部長

2013年4月 常務執行役員 生活産業グループCEO

2016年4月 社長

2016年6月 取締役 社長

2022年4月 取締役会長[現職]

注1 1,193

代表取締役

社長
中西 勝也 1960年10月15日生

1985年4月 当社入社

2016年4月 執行役員 中東・中央アジア統括

2018年4月 執行役員 新エネルギー・電力事業本部

長

2019年4月 常務執行役員 電力ソリューショングル

ープCEO

2020年4月 常務執行役員 電力ソリューショングル

ープCEO、電力・リテイルDXタスクフォ

ースリーダー

2021年10月 常務執行役員 電力ソリューショングル

ープCEO、電力・リテイルDXタスクフォ

ースリーダー、EXタスクフォースリーダ

ー

2022年4月 社長

2022年6月 取締役 社長[現職]

注1 497

取締役 塚本 光太郎 1962年5月26日生

1985年4月 当社入社

2016年4月 執行役員 ㈱メタルワン 経営企画部長

2017年4月 執行役員鉄鋼製品本部長

2018年4月 執行役員 金属資源本部長

2019年4月 常務執行役員 総合素材グループCEO

2024年4月 副社長執行役員 社長補佐、チーフ・コ

ンプライアンス・オフィサー

2024年6月 取締役 副社長執行役員 社長補佐、チー

フ・コンプライアンス・オフィサー

2026年4月 取締役［現職］

注1 104

取締役 柏木 豊 1964年2月10日生

1986年4月 当社入社

2018年4月 執行役員 環境事業本部長

2019年4月 執行役員電力ソリューショングループ

CEOオフィス室長

2021年4月 常務執行役員 コーポレート担当役員

（国内開発）、関西支社長

2021年6月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（国内開発）、関西支社長

2022年4月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（CDO、CAO、広報、サステナビリテ

ィ・CSR）

2022年7月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（IT、CAO、広報、サステナビリテ

ィ・CSR）

2023年4月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（IT、CAO）、チーフ・コンプライ

アンス・オフィサー、緊急危機対策本部

長

2024年4月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（人事、地域、IT）

2026年4月 取締役[現職]

注1 100

代表取締役 野内 雄三 1964年6月27日生

1987年4月 当社入社

2019年4月 執行役員主計部長

2022年4月 常務執行役員コーポレート担当役員

（CFO）

2022年6月 取締役常務執行役員 コーポレート担当

役員（CFO）

2026年4月 取締役[現職]

注1 210
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役

常務執行役員
General Counsel

コーポレート担当役員
（総務、法務）

チーフ・コンプライアンス
・オフィサー

緊急危機対策本部長

野島 嘉之 1965年8月12日生

1988年4月 当社入社

2020年4月 執行役員法務部長

2021年4月 執行役員総務部長

2024年4月 常務執行役員コーポレート担当役員（総

務、法務）、総務部長、緊急危機対策本

部長

2024年6月 取締役常務執行役員 コーポレート担当

役員（総務、法務）、総務部長、緊急危

機対策本部長

2025年4月 取締役常務執行役員 コーポレート担当

役員（総務、法務）、緊急危機対策本部

長

2026年4月 取締役 常務執行役員、General

Counsel、コーポレート担当役員（総務、

法務）、チーフ・コンプライアンス・オ

フィサー、緊急危機対策本部長[現職]

注1 89

取締役
注3

宮永 俊一 1948年4月27日生

1972年4月 三菱重工業㈱入社

2006年4月 同社執行役員

2008年4月 同社常務執行役員

2008年6月 同社取締役、常務執行役員

2011年4月 同社取締役、副社長執行役員

2013年4月 同社取締役社長

2014年4月 同社取締役社長、CEO

2019年4月 同社取締役会長

2019年6月 当社取締役[現職]

2025年4月 三菱重工業㈱取締役

2025年6月 同社名誉顧問[現職]

注1 36

取締役
注3

秋山 咲恵 1962年12月1日生

1987年4月 アーサーアンダーセンアンドカンパニー

（現アクセンチュア㈱）入社

1994年4月 ㈱サキコーポレーション設立

代表取締役社長

2018年10月 同社ファウンダー（顧問）[現職]

2020年6月 当社取締役[現職]

注1 27

取締役
注3

鷺谷 万里
注4

1962年11月16日生

1985年4月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

2002年7月 同社理事

2005年7月 同社執行役員

2014年7月 SAPジャパン㈱常務執行役員

2016年1月 ㈱セールスフォース・ドットコム

（現 ㈱セールスフォース・ジャパン）

常務執行役員

2022年6月 当社取締役[現職]

注1 2

取締役
注3

小木曾 麻里 1966年11月15日生

1990年4月 ㈱日本長期信用銀行入社（1997年5月退

職）

1998年6月 世界銀行入行

2003年6月 世界銀行グループ 多数国間投資保証機

関 東京事務所長

2012年10月 アイインキュベート㈱創業者兼CEO

2014年10月 ダルバーグジャパン㈱日本代表

2016年1月 公益財団法人笹川平和財団 国際事業企

画部長

2017年7月 同財団 ジェンダーイノベーショングル

ープ長

2019年6月 ㈱ファーストリテイリング 社長室部長

（ダイバーシティ、人権、サステナビリ

ティ広報）

2021年1月 ㈱SDGインパクトジャパン設立 代表取締

役社長[現職]

2022年6月 当社監査役

2024年6月 当社取締役[現職]

注1 3
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
常勤監査等委員

鴨脚 光眞 1960年1月19日生

1982年4月 当社入社

2014年4月 執行役員 リスクマネジメント部長

2017年4月 執行役員事業投資総括部長

2018年1月 常務執行役員コーポレート担当役員（国

内）、関西支社長

2018年6月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（国内）、関西支社長

2019年4月 取締役 常務執行役員 複合都市開発グル

ープCEO

2019年6月 常務執行役員 複合都市開発グループCEO

2022年4月 常勤顧問

2022年6月 常勤監査役

2024年6月 取締役 常勤監査等委員[現職]

注2 149

取締役
常勤監査等委員

村越 晃 1958年6月27日生

1982年4月 当社入社

2012年4月 執行役員 資材本部長

2014年4月 執行役員 泰国三菱商事会社社長、泰MC

商事会社社長

2017年4月 常務執行役員コーポレート担当役員（広

報、人事）

2017年6月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（広報、人事）

2020年4月 取締役 常務執行役員 コーポレート担当

役員（CDO、人事、地域戦略）

2021年4月 取締役常務執行役員 コーポレート担当

役員（CDO、CAO、広報、サステナビリテ

ィ・CSR）

2022年4月 取締役顧問

2022年6月 顧問

2023年6月 常勤監査役

2024年6月 取締役 常勤監査等委員[現職]

注2 170

取締役
監査等委員

注3
立岡 恒良 1958年1月29日生

1980年4月 通商産業省（現 経済産業省）入省

内閣官房内閣審議官、経済産業省大臣官

房長、経済産業事務次官を経て

2015年7月 同省退官

2018年1月 当社顧問（2018年6月退任）

2018年6月 当社取締役

2024年6月 当社取締役 監査等委員[現職]

注2 34

取締役
監査等委員

注3

佐藤 りえ子
注4

1956年11月28日生

1984年4月 弁護士登録

1989年8月 シャーマン・アンド・スターリング法律

事務所

1998年7月 石井法律事務所パートナー[現職]

2020年6月 当社監査役

2024年6月 当社取締役監査等委員[現職]

注2 8

取締役
監査等委員

注3
中尾 健 1965年10月18日生

1989年10月 KPMG港監査法人（現 有限責任あずさ監

査法人）入所（1996年3月退所）

1993年8月 公認会計士登録

2006年9月 ㈱パートナーズ・ホールディングス設立

代表取締役社長[現職]

2020年6月 当社監査役

2024年6月 当社取締役監査等委員[現職]

注2 9

計 2,631
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(注) 1. 取締役（監査等委員である取締役を除く）の任期は、2026年6月19日開催予定の定時株主総会の終結時まで

となっています。

2. 取締役（監査等委員）の任期は、2026年6月19日開催予定の定時株主総会の終結時までとなっています。

3. 取締役 宮永俊一、秋山咲恵、鷺谷万里、小木曾麻里、立岡恒良、佐藤りえ子、中尾健の各氏は社外取締役

です。

4. 取締役 鷺谷万里氏の戸籍上の氏名は板谷万里です。また、取締役 佐藤りえ子氏の戸籍上の氏名は鎌田りえ

子です。

5. 所有株式数については、2026年5月末日時点の株式数を千株未満は切り捨てて表示しています。

6. 当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員

である取締役1名を選任しています。補欠の取締役 監査等委員の略歴は次のとおりです。

役職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数
(千株)

補欠監査等委員 秋山 咲恵 1962年12月1日生

1987年4月 アーサーアンダーセンアンドカンパニー

（現アクセンチュア㈱）入社

1994年4月 ㈱サキコーポレーション設立

代表取締役社長

2018年10月 同社ファウンダー（顧問）[現職]

2020年6月 当社取締役[現職]

27

任期満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監査等委員である取締役の任期は、

退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時までとなっています。
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b.2026年6月19日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を除く）

10名選任の件」及び「監査等委員である取締役5名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、当

社の取締役の状況は、以下のとおりとなる予定です。なお、役員の役職等につきましては、当該定時株主総会の直

後に開催が予定される取締役会の決議事項の内容を含めて記載しています。

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役会長 垣内 威彦 1955年7月31日生 上記(2)役員の状況① a.表「略歴」記載のとおり 注1 1,193

代表取締役

社長
中西 勝也 1960年10月15日生 上記(2)役員の状況① a.表「略歴」記載のとおり 注1 497

代表取締役

常務執行役員
General Counsel

コーポレート担当役員
（総務、法務）

チーフ・コンプライアンス
・オフィサー

緊急危機対策本部長

野島 嘉之 1965年8月12日生 上記(2)役員の状況① a.表「略歴」記載のとおり 注1 89

取締役
常務執行役員

コーポレート担当役員
（CSEO）

金融アライアンス担当

小林 健司 1969年1月20日生

1991年4月 当社入社

2022年4月 執行役員

アセットファイナンス本部長

2022年12月 執行役員

アセットファイナンス本部長、

企業投資部長

2023年4月 執行役員

コーポレート担当役員(CSEO)、

IR・SR部長

2023年6月 執行役員

コーポレート担当役員(CSEO)

2025年4月 常務執行役員

コーポレート担当役員(CSEO)、

金融アライアンス担当

2026年6月 取締役常務執行役員

コーポレート担当役員(CSEO)、

金融アライアンス担当[現職]

注1 8

代表取締役

常務執行役員
コーポレート担当役員

（人事、地域）

馬場 重郎 1967年6月10日生

1990年4月 当社入社

2022年4月 執行役員機能材本部長

2022年7月 執行役員

総合素材グループCEOオフィス

(特命担当)

2023年4月 執行役員

東洋紡エムシー㈱

代表取締役副社長執行役員

2025年4月 執行役員グローバル総括部長

2026年4月 常務執行役員

コーポレート担当役員(人事、地域)、

グローバル総括部長

2026年6月 取締役常務執行役員

コーポレート担当役員(人事、地域)、

グローバル総括部長[現職]

注1 18

代表取締役

常務執行役員
コーポレート担当役員

（CFO）

嶋津 吉裕 1968年8月10日生

1991年4月 当社入社

2023年4月 執行役員主計部長

2026年4月 常務執行役員

コーポレート担当役員（CFO）

2026年6月 取締役常務執行役員

コーポレート担当役員（CFO）[現職]

注1 38

取締役
注3

立岡 恒良 1958年1月29日生

1980年4月 通商産業省（現 経済産業省）入省

内閣官房内閣審議官、経済産業省大臣

官房長官、経済産業事務次官を経て

2015年7月 同省退官

2018年1月 当社顧問（2018年6月退任）

2018年6月 当社取締役

2024年6月 当社取締役 監査等委員

2026年6月 当社取締役[現職]

注1 34

取締役
注3

宮永 俊一 1948年4月27日生 上記(2)役員の状況① a.表「略歴」記載のとおり 注1 36

取締役
注3

鷺谷 万里
注4

1962年11月16日生 上記(2)役員の状況① a.表「略歴」記載のとおり 注1 2
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役
注3

中空 麻奈
注4

1967年2月11日生

1991年4月 ㈱野村総合研究所入社

1997年8月 野村アセットマネジメント㈱入社

2000年8月 モルガンスタンレー証券㈱

(現 モルガン・スタンレーMUFG証券㈱入

社)

2004年8月 JPモルガン証券㈱クレジット調査部長

2008年8月 BNPパリバ証券㈱クレジット調査部長

2011年4月 同社 市場調査本部長、

チーフクレジットアナリスト

2018年4月 同社 市場調査本部長、

チーフクレジットアナリスト、

チーフESGアナリスト

2020年2月 同社グローバルマーケット総括本部副会

長、

チーフストラテジスト、

チーフESGストラテジスト

2026年3月 ㈱かんぽ生命保険

エグゼクティブ・フェロー[現職]

2026年4月 同社 かんぽ経済研究所

主席研究員[現職]

2026年6月 当社取締役[現職]

注1 0

取締役
常勤監査等委員

鴨脚 光眞 1960年1月19日生 上記(2)役員の状況① a.表「略歴」記載のとおり 注2 149

取締役
常勤監査等委員

野内 雄三 1964年6月27日生

1987年4月 当社入社

2019年4月 執行役員主計部長

2022年4月 常務執行役員コーポレート担当役員

（CFO）

2022年6月 取締役常務執行役員 コーポレート担当

役員（CFO）

2026年4月 取締役

2026年6月 取締役常勤監査等委員[現職]

注2 210

取締役
監査等委員

注3
秋山 咲恵 1962年12月1日生

1987年4月 アーサーアンダーセンアンドカンパニー

（現アクセンチュア㈱）入社

1994年4月 ㈱サキコーポレーション設立

代表取締役社長

2018年10月 同社ファウンダー（顧問）[現職]

2020年6月 当社取締役

2026年6月 当社取締役監査等委員[現職]

注2 27

取締役
監査等委員

注3
茂木 哲也 1967年9月30日生

1990年10月 太田昭和監査法人

(現 EY新日本有限責任監査法人)入所

1993年3月 公認会計士登録

2002年5月 新日本有限責任監査法人

(現 EY新日本有限責任監査法人)

パートナー

2022年7月 日本公認会計士協会会長

2025年7月 同協会相談役[現職]

2026年4月 早稲田大学商学学術院大学院会計研究科

教授[現職]

2026年6月 当社取締役監査等委員[現職]

注2 0

取締役
監査等委員

注3
金子 圭子 1967年11月11日生

1991年4月 当社入社(1997年3月退職)

1999年4月 弁護士登録

1999年4月 アンダーソン・毛利・友常法律事務所

入所

2007年1月 同所 パートナー[現職]

2023年4月 同所

マネジメント・コミッティ議長[現職]

2026年6月 当社取締役監査等委員[現職]

注2 3

計 2,304
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(注) 1. 取締役（監査等委員である取締役を除く）の任期は、2026年6月19日開催の定時株主総会における選任後1年

以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結時までとなっています。

2. 取締役（監査等委員）の任期は、2026年6月19日開催の定時株主総会における選任後2年以内に終了する事業

年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の終結時までとなっています。

3. 取締役 立岡恒良、宮永俊一、鷺谷万里、中空麻奈、秋山咲恵、茂木哲也、金子圭子の各氏は社外取締役で

す。

4. 取締役 鷺谷万里氏の戸籍上の氏名は板谷万里です。また、取締役 中空麻奈氏の戸籍上の氏名は美和麻奈で

す。

5. 所有株式数については、2026年5月末日時点の株式数を千株未満は切り捨てて表示しています。

6. 当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員

である取締役1名を選任しています。2026年6月19日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、

「補欠の監査等委員である取締役1名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決されますと、補欠の

取締役 監査等委員の略歴は次のとおりです。

役職名 氏名 生年月日 略歴
所有
株式数
(千株)

補欠監査等委員
鷺谷 万里

注4
1962年11月16日生

1985年4月 日本アイ・ビー・エム㈱入社

2002年7月 同社理事

2005年7月 同社執行役員

2014年7月 SAPジャパン㈱常務執行役員

2016年1月 ㈱セールスフォース・ドットコム

（現 ㈱セールスフォース・ジャパン）

常務執行役員

2022年6月 当社取締役[現職]

2

任期満了前に退任した監査等委員である取締役の補欠として選任された監査等委員である取締役の任期は、

退任した監査等委員である取締役の任期の満了する時までとなっています。
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(ご参考) 2026年6月12日時点における当社執行役員は次のとおりです。

執行役員役名 氏名 職名等

＊社長 中西 勝也

常務執行役員 若林 茂 モビリティグループCEO

常務執行役員 齊藤 勝 エネルギー＆パワーソリューショングループCEO

常務執行役員 河手 哲雄 米州CRO、北米三菱商事会社社長

常務執行役員 今村 功 マテリアルソリューショングループCEO

常務執行役員 小山 聡史 金属資源グループCEO、AI戦略担当、EX担当

＊常務執行役員 野島 嘉之
General Counsel、コーポレート担当役員（総務、法務）、チーフ・コンプライアンス・オ
フィサー、緊急危機対策本部長

常務執行役員 近藤 祥太 S.L.C.グループCEO

常務執行役員 堀 秀行 食品産業グループCEO

常務執行役員 岡藤 裕治 国内電力事業特命担当

常務執行役員 篠原 徹也 欧阿中東CRO、欧州三菱商事会社社長、ロンドン支店長

常務執行役員 小林 健司 コーポレート担当役員（CSEO）、金融アライアンス担当

常務執行役員 佐藤 聡 社会インフラグループCEO

常務執行役員 舩山 徹 アジア・大洋州CRO、シンガポール支店長

常務執行役員 馬場 重郎 コーポレート担当役員（人事、地域）、グローバル総括部長

常務執行役員 嶋津 吉裕 コーポレート担当役員（CFO）

執行役員 大野 浩司 中部支社長

執行役員 鈴木 明文 資源素材本部長

執行役員 山名 一彰 主計部長

執行役員 山口 研 三菱食品㈱取締役 副社長執行役員（CAO）

執行役員 藤村 武宏 総務部長

執行役員 平栗 拓也
北米三菱商事会社Executive Vice President（AI・デジタル、CVC担当）、北米三菱商事会
社シリコンバレー支店長

執行役員 伊藤 和男 三菱食品㈱代表取締役社長

執行役員 小林 秀司
米国三菱商事会社社長、北米三菱商事会社Executive Vice President（事業開発担当）、北
米三菱商事会社ヒューストン支店長、米国三菱商事会社ヒューストン支店長

執行役員 近造 卓二 アジア・パシフィック本部長

執行役員 濱田 哲 MC Energies Corporation CEO、北米三菱商事会社（米国エネルギー事業構想担当）

執行役員 西野 裕史 三菱商事（中国）有限公司社長、北京支店長

執行役員 財前 孝広 インドネシア三菱商事会社社長

執行役員 本田 尚孝 AI・IT戦略部長

執行役員 渡邉 善之 ㈱メタルワン代表取締役社長執行役員、CEO

執行役員 中 信也 欧州・次世代エネルギー本部長

執行役員 田内 健一郎 鉄鋼原料本部長

執行役員 田中 伸和 三菱商事（上海）有限公司社長、上海事務所長

執行役員 平田 智則 AIソリューションタスクフォースリーダー

執行役員 柏原 玲子 人事部長

執行役員 田村 将仁 都市開発本部長

執行役員 土谷 真史 エネルギー＆パワーソリューショングループCEOオフィス室長

執行役員 北田 慎一郎 財務部長

執行役員 江上 浩之 自動車事業本部長

執行役員 里見 俊彦 金属資源グループCEOオフィス室長

執行役員 丘山 泰司 マテリアルソリューショングループCEOオフィス室長

執行役員 和田 哲朗 Diamond Global Energy Pte. Ltd. CEO

執行役員 唐沢 裕之 ヘルスケア本部長

執行役員 阿部 太郎 クリティカルミネラル本部長

執行役員 岡部 康彦 経営企画部長

執行役員 鶴田 紀章 リテイル・食品流通本部長

執行役員 柳舘 太郎 MC Energies Corporation COO

執行役員 宮地 隆史 モビリティグループCEOオフィス室長

執行役員 井村 貴司 国内担当、関西支社長

(注) ＊印の執行役員は、2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在取締役を兼務しており、2026年6月19日開催

予定の定時株主総会の議案（決議事項）「取締役（監査等委員である取締役を除く）10名選任の件」が承認可

決された場合も引き続き、取締役を兼務します。
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② 社外役員の状況

2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在、当社の社外取締役（監査等委員である取締役を除く）は4名で

あり、また、監査等委員である社外取締役は3名です。なお、2026年6月19日開催予定の定時株主総会の議案

（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を除く）10名選任の件」及び「監査等委員である取

締役5名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合も、当社の社外取締役（監査等委員である

取締役を除く）は4名であり、また、監査等委員である社外取締役は3名です。

a.社外取締役の独立性

当社は、社外取締役選任の目的に適うようその独立性確保に留意し、実質的に独立性を確保し得ない者は社

外取締役として選任していないこととしています。当社は、（株）東京証券取引所が定める独立役員の要件

に加え、社外取締役が過半数を占めるコーポレートガバナンス・指名委員会で審議の上、取締役会にて制定

している当社の「独立性基準」を確認し、独立性を判断しています。

社外取締役7名は、いずれも実質的に独立性を有しています。なお、取締役 立岡恒良氏の当社取締役として

の在任期間は2026年6月19日開催の定時株主総会終結の時をもって通算で8年間となり、当社の「独立性基

準」⑦号に該当しますが、実質的に独立性を維持していると判断しています。

＜当社の「独立性基準」＞

社外取締役の選任にあたっては、㈱東京証券取引所が定める独立役員の要件に加え、本人の現在及び過去3事

業年度における以下の①号～⑦号の該当の有無を確認の上、独立性を判断する。なお、以下の各号のいずれ

かに該当する場合であっても、当該人物が実質的に独立性を有すると判断した場合には、社外取締役選任時

にその理由を説明・開示する。

①当社の大株主（直接・間接に10%以上の議決権を保有する者）又はその業務執行者（※1）

②当社の定める基準を超える借入先（※2）の業務執行者

③当社の定める基準を超える取引先（※3）の業務執行者

④当社より、役員報酬以外に1事業年度当たり1,000万円を超える金銭その他の財産上の利益を得ているコン

サルタント、弁護士、公認会計士等の専門的サービスを提供する者

⑤当社の会計監査人の代表社員又は社員

⑥当社より、一定額を超える寄附（※4）を受けた団体に属する者

⑦当社の社外役員としての在任期間が通算で8年を超える者

※1 業務執行者とは、業務執行取締役、執行役、執行役員その他の使用人等をいう。

※2 当社の定める基準を超える借入先とは、当社の借入額が当社連結総資産の2%を超える借入先をいう。

※3 当社の定める基準を超える取引先とは、当社との取引額が当社連結収益の2%を超える取引先をいう。

※4 一定額を超える寄附とは、1事業年度当たり2,000万円を超える寄附をいう。

b.会社と社外取締役との利害関係の概要

当社は社外取締役との間に、特別な利害関係はありません。

なお、社外取締役が他の会社等の役員若しくは使用人である、又は役員若しくは使用人であった場合におけ

る当該他の会社等と当社との関係は以下のとおりです。
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＜社外取締役（監査等委員である取締役を除く）（2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在）＞

2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在の社外取締役（監査等委員である取締役を除く）の状況は以下

のとおりです。

氏名 当社との関係 選任理由及び期待される役割

宮永 俊一

同氏は、2013年4月から2019年3月まで
三菱重工業（株）の取締役社長、2019
年4月から2025年3月まで同社の取締役
会長、2025年4月から同年6月まで同社
の取締役を務めていました。当社は同
氏が過去業務執行者であった同社と社
外役員の相互就任の関係にあり、また
取引がありますが、その額は、当社連
結収益の1%未満であり、同氏の独立性
に影響を与えるものではありません。

世界各地で事業を展開するコングロマリット型製造
会社（上場）の取締役社長・取締役会長を長年務
め、グローバルな事業経営の経験、及びエネルギー
関連を含むテクノロジー全般に関する高い見識を有
しており、実践的な視点から、当社の経営への助言
や業務執行に対する適切な監督を行っていただける
ものと判断し、社外取締役に選任しているもので
す。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

秋山 咲恵
人的関係、資本的関係又は取引関係
その他の利害関係はありません。

国際的な経営コンサルタントを経て、産業用検査ロ
ボット企業を創業し、グローバル企業に成長させた
経験を通じて培われた、IT・デジタル技術分野への
深い造詣、及びイノベーションに関する高い見識を
有しており、実践的な視点から、当社の経営への助
言や業務執行に対する適切な監督を行っていただけ
るものと判断し、社外取締役に選任しているもので
す。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

鷺谷 万里

同氏は、2016年1月から2019年8月まで
（株）セールスフォース・ドットコム
（現 （株）セールスフォース・ジャパ
ン）の常務執行役員を務めていまし
た。当社は、（株）セールスフォー
ス・ジャパンとの間に取引があります
が、その額は当社連結収益の1%未満で
あり、同氏の独立性に影響を与えるも
のではありません。

グローバルに事業展開する複数のIT関連企業で経営
幹部を歴任し、企業の変革を導いた豊富な経営経験
と、IT・デジタル技術分野、及びダイバーシティ推
進を含む人材戦略に関する高い見識を有しており、
実践的な視点から、当社の経営への助言や業務執行
に対する適切な監督を行っていただけるものと判断
し、社外取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

小木曾 麻里
人的関係、資本的関係又は取引関係
その他の利害関係はありません。

国際機関を含む長年の金融業界における実務経験、
グローバル企業や公益財団法人におけるダイバーシ
ティ推進等のサステナビリティに関する取組、及び
ESGインパクトファンドの設立・運営経験を通じて
培われた、ESG、ファイナンスへの深い造詣を有し
ており、専門的な視点から、当社の経営への助言や
業務執行に対する適切な監督を行っていただけるも
のと判断し、社外取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。
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＜社外取締役（監査等委員である取締役を除く）＞

2026年6月19日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「取締役（監査等委員である取締役を除

く）10名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合の社外取締役（監査等委員である取締

役を除く）の状況は以下のとおりです。

氏名 当社との関係 選任理由及び期待される役割

立岡 恒良

同氏は、2018年1月から2018年6月にか
けて、当社顧問として、取締役会の諮
問機関であるガバナンス・指名・報酬
委員会の委員に就任する等、顧問とし
ての報酬を受けていましたが、同報酬
は同氏の有する経験・見識に基づく当
社の経営への助言に対する対価として
支払われたものであり、同氏の独立性
に影響を与えるものではありません。

経済産業省において要職を歴任し、経済・産業政策
に長年携わることで培われた産業界全体への深い造
詣、及び環境・エネルギー政策を含むサステナビリ
ティに関する高い見識を有しており、実践的な視点
から、当社の経営への助言や業務執行に対する適切
な監督を行っていただけるものと判断し、社外取締
役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準を満たしていると判断し
ています。なお、同氏は、2026年6月の定時株主総
会終結をもって当社取締役としての在任期間が8年
となり、当社の「独立性基準」の⑦号に該当します
が、以下の事項を踏まえ、実質的に独立性を維持し
ていると判断できること、並びに、不確実性の高い
事業環境を踏まえた当社経営方針・経営戦略の審議
において、同氏が有する産業界全体への深い造詣、
環境・エネルギー政策を含むサステナビリティに関
する高い見識、及び当社への深い理解が不可欠なた
め、例外として在任期間8年を超えて選任するもの
です。

（実質的に独立性を維持していると判断する理由）
‌ • ⑦号（在任期間に関する基準）のほか、当社
の「独立性基準」にはいずれも抵触しないこと。
‌ • 同氏が、当社の業務執行には関与していない
こと。
‌ • 同氏が当社から受け取る役員報酬は、固定報
酬であり当社の業績に連動しないこと。
‌ • その他、一般株主との利益相反が懸念される
事情はないこと。

宮永 俊一

上記＜社外取締役（監査等委員である
取締役を除く）（2026年6月12日（有価
証券報告書提出日）現在）＞の記載と
同様です。

上記＜社外取締役（監査等委員である取締役を除
く）（2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現
在）＞の記載と同様です。

鷺谷 万里

上記＜社外取締役（監査等委員である
取締役を除く）（2026年6月12日（有価
証券報告書提出日）現在）＞の記載と
同様です。

上記＜社外取締役（監査等委員である取締役を除
く）（2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現
在）＞の記載と同様です。

中空 麻奈
人的関係、資本的関係又は取引関係
その他の利害関係はありません。

グローバルな金融業界におけるクレジットアナリス
トとしての長年の実務経験や、ESGストラテジスト
として各種企業のサステナビリティ方針の策定や分
析を主導した経験を通じて、金融・資本市場及び
ESG・サステナビリティ分野への深い造詣を有して
おり、実践的な視点から、当社の経営への助言や業
務執行に対する適切な監督を行っていただけるもの
と判断し、社外取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。
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＜監査等委員である社外取締役（2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在）＞

2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在の監査等委員である社外取締役の状況は以下のとおりです。

氏名 当社との関係 選任理由及び期待される役割

立岡 恒良

同氏は、2018年1月から2018年6月にかけ
て、当社顧問として、取締役会の諮問機
関であるガバナンス・指名・報酬委員会
の委員に就任する等、顧問としての報酬
を受けていましたが、同報酬は同氏の有
する経験・見識に基づく当社の経営への
助言に対する対価として支払われたもの
であり、同氏の独立性に影響を与えるも
のではありません。

経済産業省において要職を歴任し、経済・産業政策
に長年携わることで培われた産業界全体への深い造
詣、及び環境・エネルギー政策を含むサステナビリ
ティに関する高い見識を有しており、客観的・専門
的な視点から、当社の経営への助言、業務執行に対
する適切な監督、及び中立的な立場からの監査を行
っていただけるものと判断し、監査等委員である社
外取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

佐藤 りえ子
人的関係、資本的関係又は取引関係
その他の利害関係はありません。

弁護士としての長年の経験を通じて培われた企業法
務（会社法・金融商品取引法・コンプライアンス
等）に関する高い見識、及び豊富な社外役員経験を
通じて培われた経営視点をもとに、客観的・専門的
な視点から、当社の経営への助言、業務執行に対す
る適切な監督、及び中立的な立場からの監査を行っ
ていただけるものと判断し、監査等委員である社外
取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

中尾 健
人的関係、資本的関係又は取引関係
その他の利害関係はありません。

公認会計士としての財務・会計・監査に関する深い
造詣と長年にわたる M&A、企業再生、内部統制に関
するアドバイザリー業務を通じて培われた高い見識
をもとに、客観的・専門的な視点から、当社の経営
への助言、業務執行に対する適切な監督、及び中立
的な立場からの監査を行っていただけるものと判断
し、監査等委員である社外取締役に選任しているも
のです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。
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＜監査等委員である社外取締役＞

2026年6月19日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査等委員である取締役5名選任の

件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合の監査等委員である社外取締役の状況は以下のとおり

です。

氏名 当社との関係 選任理由及び期待される役割

秋山 咲恵
人的関係、資本的関係又は取引関係
その他の利害関係はありません。

国際的な経営コンサルタントを経て、産業用検査ロ
ボット企業を創業し、グローバル企業に成長させた
経験を通じて培われた、IT・デジタル技術分野への
深い造詣、及びイノベーションに関する高い見識を
有しており、当社の経営への助言や業務執行に対す
る適切な監督、及び中立的な立場からの監査を行っ
ていただけるものと判断し、監査等委員である社外
取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

茂木 哲也

同氏は、2002年5月から2022年6月まで
新日本有限責任監査法人（現 EY新日本
有限責任監査法人）のパートナーを務
めていました。また、同氏は、2026年4
月から現在まで早稲田大学商学学術院
大学院会計研究科の教授を務めていま
す。当社は、EY新日本有限責任監査法
人及び早稲田大学との間に取引があり
ますが、その額はいずれも当社連結収
益の1%未満であり、同氏の独立性に影
響を与えるものではありません。

公認会計士としての長年にわたる大手監査法人での
実務経験や、日本公認会計士協会での要職の歴任を
経て培われた、財務・会計・監査に関する深い造詣
と高い見識をもとに、専門的な視点から、当社の経
営への助言、業務執行に対する適切な監督、及び中
立的な立場からの監査を行っていただけるものと判
断し、監査等委員である社外取締役に選任している
ものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。

金子 圭子

同氏は、1991年4月から当社の従業員で
したが、1997年3月に退職後、相当の年
数が経過していることから、同氏の社
外取締役としての独立性は十分に確保
されています。
また、同氏は、2007年1月から現在まで
アンダーソン・毛利・友常法律事務所
のパートナーを務めています。当社は、
アンダーソン・毛利・友常法律事務所
との間に取引がありますが、その額は
当社連結収益の1%未満であり、同氏の
独立性に影響を与えるものではありま
せん。

弁護士としての長年の経験を通じて培われた企業法
務（会社法、M&A等）に関する高い見識、及び豊富
な社外役員経験を通じて培われた経営視点をもと
に、専門的な視点から、当社の経営への助言、業務
執行に対する適切な監督、及び中立的な立場からの
監査を行っていただけるものと判断し、監査等委員
である社外取締役に選任しているものです。
また、同氏は、「上場管理等に関するガイドライ
ン」に規定する独立性基準、及び当社の「独立性基
準」を満たしていると判断しています。
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c.監査等委員会監査、内部監査及び会計監査の相互連携及び内部統制部門との関係

社外取締役（監査等委員である取締役を除く）は、内部監査、コンプライアンス、内部統制の運用状況、並

びに監査等委員会監査及び会計監査の結果について取締役会で報告を受けることとしています。また、監査

等委員である社外取締役は、内部監査、コンプライアンス、内部統制の運用状況について監査等委員会で報

告を受けるほか、四半期ごとに監査部から年度の運営方針や実績・個別監査事案等に関する報告を、会計監

査人から監査・レビューの結果報告を受け、また、定期的に法務部からコンプライアンスに関する報告及び

主計部から内部統制の運用状況に関する報告をそれぞれ受けることとしており、これらの情報交換を通して

連携強化に努めていきます。

d.取締役（監査等委員である取締役含む）に対する情報提供及び支援

上記（1）コーポレート・ガバナンスの概要③及び⑥に記載の取締役(会)及び監査等委員会の役割・責務が果

たされるよう、取締役室及び監査等委員会室を設置し、職務遂行に必要な情報及び支援を適切かつタイムリ

ーに提供しています。取締役会での本質的な審議に資するよう、毎回の取締役会に先立ち、各コーポレート

スタッフ部門・営業グループの経営幹部から社外取締役に対し、担当議題の概要を説明する機会を設けてい

ます（2025年度実績：合計39時間）。また、説明会の場を利用して、審議の充実化に寄与する情報も適時適

切に共有しています。その他、就任時オリエンテーション、毎年の事業会社視察や経営執行責任者との対話、

各グループCEO・本部長等との対話、常務執行役員との少人数での意見交換会、中堅・若手社員との対話機会

等、当社の事業や戦略に対する理解を深める機会を継続的に提供しています。このほか、取締役に対し、第

三者機関による研修の機会を提供し、その費用は会社負担としています。

また、取締役会の実効性向上のため、社外取締役が過半数を占めるコーポレートガバナンス・指名委員会、

報酬委員会（同委員会で社長業績評価及び執行役員報酬のサステナビリティ項目評価にかかる審議・決定も

実施）を開催するほか、社外取締役のみで構成される独立社外取締役会議を定期的に開催し、幅広いテーマ

について社外取締役間で自由に討議する場を設定しています。

＜独立社外取締役会議の主な討議テーマ＞

・DE&Iの潮流

・経営戦略のモニタリング

・事業の価値／収益性と競争力の関係

・人的資本の価値最大化

・役員報酬
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(3) 【監査の状況】

① 監査等委員会監査

(i)組織・人員

2026年6月12日（有価証券報告書提出日）現在、当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役5名で構成

され、このうち3名は社外取締役です。社内出身の取締役である鴨脚光眞氏は全社経営及び財務・会計部門、

村越晃氏は全社経営における経験があり、それぞれ常勤の監査等委員に選任されています。また、監査等委

員である社外取締役のうち立岡恒良氏は産業界全体への深い造詣と環境・エネルギー政策に関する高い見識

を有しており、佐藤りえ子氏、及び中尾健氏は、それぞれ、弁護士（企業法務）、公認会計士としての長年

の経験を有しています。監査等委員である取締役5名のうち、常勤の監査等委員である取締役 鴨脚光眞氏及

び監査等委員である社外取締役 中尾健氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

なお、2026年6月19日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、「監査等委員である取締役5名選

任の件」を提案しており、当該議案が承認可決された場合も、当社の監査等委員である取締役は5名で構成さ

れ、このうち3名は社外取締役です。監査等委員である取締役候補者のうち、社内出身である鴨脚光眞氏及び

野内雄三氏は全社経営及び財務・会計部門における経験があり、それぞれ常勤の監査等委員に選任予定で

す。また、監査等委員である社外取締役候補者のうち、秋山咲恵氏はIT・デジタル技術分野への深い造詣と

イノベーションに関する高い見識を有しており、茂木哲也氏及び金子圭子氏は、それぞれ公認会計士、弁護

士（企業法務）としての長年の経験を有しています。監査等委員である取締役候補者5名のうち、常勤の監査

等委員に選任予定の鴨脚光眞氏・野内雄三氏、及び監査等委員である社外取締役候補者である茂木哲也氏は、

財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。

監査等委員会を補佐する独立の組織として監査等委員会室を設置しており、11名（2026年6月12日時点）の専

任スタッフが対応する体制としています。
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(ⅱ)監査等委員会の活動状況

監査等委員会は、原則月1回開催しています。2025年度は合計13回開催し、全監査等委員が在任中の全ての監

査等委員会に出席しています。2025年度の監査等委員会所要時間は最大1時間42分、平均1時間8分となり、年

間を通じて決議事項は15件、協議事項は10件、報告事項は67件でした。その主な内容は次のとおりです。

議題 具体的な内容

監査計画 年間の監査活動について、後述の監査等委員会実効性評価・監査等委員

会監査レビューを通じて振り返り、監査での確認事項、及び監査の改善

方法を監査等委員会で共有・議論した上で、当該結果を踏まえて翌年度

の監査計画を決議しています。

会計監査人の再任又は不再任に

係る件

後述の会計監査人との連携・意見交換に加え、会計監査人による自己評

価及び主計部からの会計監査活動に関する意見聴取も行った上で、各監

査等委員がその相当性・独立性を評価し、監査等委員会として審議の

上、再任又は不再任に係る決議を行っています。

会計監査人との非保証業務の委

託に係る合意

会計監査人の独立性を考慮し、会計監査人及びそのメンバーファームに

委託する非保証業務の範囲について決議しました。

監査等委員会実効性評価 監査等委員会の実効性について各監査等委員が評価を行い、議論の上、

その実効性が適切に確保されていると評価しました。

往査・視察実施報告 往査・視察に参加した各監査等委員から報告を行い、必要に応じて意見

交換を行っています。

監査部監査報告 監査部から定期的に、主な監査活動の内容・状況について報告を受け、

必要に応じて意見交換を行っています。

争訟案件報告 法務部から定期的に、当社及び当社グループ会社が関わる争訟案件のう

ち、特筆すべき案件について報告を受け、必要に応じて意見交換を行っ

ています。

常勤監査等委員による監査活動

報告

社外監査等委員に対して、常勤監査等委員の主要な監査活動（常勤監査

等委員が出席した社内会議の報告、執行部との対話、会計監査人との情

報・意見交換等）について報告を行い、必要に応じて意見交換を行って

います。

監査計画については、毎年年度開始前に監査計画を立て、当該年度の重点監査項目を定めています。2025年

度は以下項目を重点監査項目として監査し、必要に応じて執行側に提言を行いました。

a.『経営戦略2027』のフォロー

・新経営戦略の浸透状況

・「磨く」・「変革する」・「創る」の進捗

・全社組織（金融アライアンス推進室、CVC推進室、AIソリューションタスクフォース）設置の影響・結果

経営・業務執行責任者との対話や社内重要会議への参加、三菱商事グループ会社への往査等を通じて、

『経営戦略2027』のメッセージが事業現場に浸透し、各種取組や体制整備が順調に進捗していること

を確認しました。『経営戦略2027』の実現に向け、2025年度に実行した各種取組の具体的効果や変化

の激しい事業環境に応じた戦略見直しの状況等を今後も注視していきます。

b.連結ベースでのガバナンスの深化

・新たに導入したルール・モニタリングプロセス等の実効性・遵守状況（貿易実務・IT・他）

・不正を妨げるリスク管理体制・組織風土の醸成

・主管グループと事業投資先とのコミュニケーション

経営・業務執行責任者との対話や社内重要会議への参加、三菱商事グループ会社への往査、並びに内

部監査組織・会計監査人との三様監査に基づく連携等を通じて、適切な対応がなされ、リスク管理体

制の重大な不備は生じていないことを確認しました。高度化・複雑化するリスクへの連結ベースでの

対応がより一層求められる中、今後もリスク管理体制の整備・拡充の状況を継続的に注視していきま

す。
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c.コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組

・取締役会における審議充実化に向けた進捗

取締役としての取締役会への出席や経営・業務執行責任者との対話、社内重要会議への参加等を通じ

て、当社コーポレート・ガバナンス体制は総じて効果的に機能しており、取締役会において充実した

審議・議論がなされていることを確認しました。ガバナンス体制の変更に際して当初期待した目的が

継続的に達成されているかという観点も踏まえ、取締役会における審議充実化の進捗を継続的に注視

していきます。

(ⅲ)監査等委員会の主な活動

監査等委員会は年間を通じて主に以下の活動を行っています。

a.経営・業務執行責任者との対話

社外監査等委員を含む監査等委員は、取締役会長、社長、副社長、コーポレート担当役員、営業グルー

プCEO、国内開発担当、営業グループ本部長、管理部長、監査部長、経営企画部長、CVC推進室長、金融

アライアンス推進室長、及びコーポレートスタッフ部門部長とそれぞれ対話を実施しています。2025年

度は全72回実施し、内63回において社外監査等委員が1名以上参加しています。

b.重要会議への出席

監査等委員は、監査等委員会のほか、取締役として、取締役会にも出席しています。加えて、コーポレ

ートガバナンス・指名委員会、報酬委員会等の重要会議にも出席しています。このほか、常勤監査等委

員は、社長室会、事業戦略会議等の主要社内経営会議において、必要な意見を述べています（2025年度

は全145回）。社外監査等委員は、監査等委員会のほか、社長室会以下の会議体での審議内容を聴取し

た上で、取締役会等の重要会議に出席し、必要な意見を述べています（2025年度は全37回）。

c.往査・視察

監査等委員は、国内外のグループ会社への往査・視察を積極的に行い、現場状況の把握に努めていま

す。監査等委員の往査・視察先の選定にあたっては、出資額や純利益といった定量面に加え、当該会社

を取り巻く事業環境やコンプライアンス事案の発生状況等の定性面も選定基準に取り入れています。

2025年度においては、海外6か国13社、国内15社の三菱商事グループ企業の経営・業務執行責任者、及

び国外2拠点の全社拠点長と対話を行い、往査・視察結果を取締役会長、社長、関連の担当役員等へ報

告しています。なお、社外監査等委員は1名以上が海外4か国6社、国内12社、国外2拠点の往査・視察に

参加しています。

d.三様監査

会計監査人や内部監査部門と月1回以上の頻度で定期的に会合を持ち、緊密な連携を通じて当社の状況

を適時適切に把握し、情報交換・意見交換を行っています。

e.グループ・ガバナンスの強化

三菱商事グループ企業の経営・業務執行責任者との対話に加え、国内主要グループ企業34社の監査役等

と四半期毎の情報交換の機会を設けるほか、少人数の分科会も開催し、情報共有や意見交換の場を提供

しています。また、グループ企業に派遣される常勤監査役等への派遣前研修等のサポートも実施してい

ます。今後も定期的なモニタリングを通じてグループ・ガバナンスの強化を図っていきます。

f.社外取締役間の連携強化

監査等委員による経営・業務執行責任者との対話や取締役会に諮られる重要案件等の事前説明には、社

外取締役も参加しているほか、独立社外取締役会議等の様々な場での意見交換を通じ、社外監査等委員

を含む社外取締役間の連携を強化しています。

g.監査等委員会活動の実効性向上に向けた取組

監査等委員会による監査の実効性向上を目的として、期中及び期末に実施している重点監査項目を中心

とした監査状況のレビューに加え、各監査等委員へのアンケート及び当該結果に係るヒアリングに基づ

く監査等委員会実効性評価を実施しています。その結果を踏まえ、監査手法の見直しや次年度の監査活

動においてフォローを要する事項について監査等委員会で討議しました。その概要は以下のとおりで

す。

・監査等委員会の役割・責務、運営方法、活動内容、各関係者との連携状況、人員構成・環境整備等に

ついて18の評価項目のアンケートに各監査等委員が回答。

・監査等委員会室が同回答に係るヒアリングを実施し、監査等委員会活動の改善点を聴取。

・当該ヒアリング結果をもとに監査等委員会で協議し、以下のとおり評価。

・監査等委員会による監査は現状十分に機能し、実効性が適切に確保されている。

・更なる実効性の向上のため、モニタリング型の深化に向けた取組を不断に検討する。
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② 内部監査

内部監査については、監査部（2026年4月1日時点81名）が全社的見地から当社、現地法人及び関係会社の監査

を行っていることに加え、個々の営業グループもおのおの内部監査組織を設けて、管下組織の監査を連結ベー

スで行っています。これらの内部監査は、年間の監査計画に基づき、監査先を選定の上実施しており、監査の

結果については、デュアルレポーティングとして、都度社長及び常勤監査等委員などに報告するとともに、定

期的に取締役会、社長室会、監査等委員会に報告しています。

なお、年間を通じて実施している定例監査は国際内部監査基準に準じて、当社及びグループ関係会社を対象に

リスクや規模等を考慮し、3～5年の頻度で実施しています。監査にあたっては、法令遵守に加え、社会規範や

企業倫理の観点も重視して、ガバナンス／リスク管理／コントロールの各プロセスを検証・評価します。また、

テーマ監査を毎年実施しており、2025年度においては不正取引の防止策に係る対応状況を確認するテーマ監査

を実施しました。

③ 会計監査

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、東川裕樹、大谷博史、大久保圭祐の3氏であり、有限責任監査法

人トーマツに所属しています。また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士38名、会計士試験合格者20

名、その他100名となっています。当社は、監査等委員会で定めた評価基準に沿ってその監査体制、独立性、専

門性及び職務遂行状況等を総合的に評価し、グローバルな事業活動を監査する会計監査人として適任か否か判

断してきています。

また、当社では、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査等

委員の全員の同意に基づき監査等委員会が会計監査人を解任する方針としてきています。この場合、解任後最

初に招集される株主総会において、監査等委員会が選定した監査等委員から、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告し、加えて、監査等委員会が会計監査人の職務執行状況その他諸般の事情を総合的に勘案・評価

し、解任又は不再任とすることが適切であると判断した場合は、当該会計監査人を解任又は不再任とし、新た

な会計監査人を選任する議案を株主総会に提出する方針としてきています。

当社の監査等委員会は、2025年度も上述のプロセスに従い会計監査人に対して評価を行っています。その結果、

現会計監査人は職務遂行を適正に行うことを確保するための体制を具備し、独立の立場を保持しつつ職業的専

門家として適切な監査を実施しているものと評価し、監査等委員会で再任を決議しています。

なお、有限責任監査法人トーマツによる継続監査期間は73年間です。

（ご参考） 監査等委員会と会計監査人との連携内容

連携内容

(2025年度実績)
概要 4月 5月 6月 7月 8月 9月

10

月

11

月

12

月
1月 2月 3月

監査計画
監査計画及び監査

報酬案の説明
● ●

期中レビュー結果報

告

決算監査の状況等

の説明
● ● ●

会計監査結果報告
会社法・金融商品

取引法監査の結果
● ●

内部統制監査結果報

告
監査結果説明 ●

情報・意見交換

諸規制や法令の施

行・改訂や、会計

監査の新しい手

法・課題、監査等

委員往査先の状況

等に関する情報・

意見交換

● ● ● ● ● ● ● ●

④ 監査等委員会監査、内部監査及び会計監査の相互連携及び内部統制部門との関係

2025年度も前年度に引き続き、監査等委員、主計部及び会計監査人は、四半期決算時及び月次での定例会を開

催し、意見交換の機会を設けました。監査上の主要な検討事項については、会計監査人の監査計画説明の際に

監査上の主要な検討事項候補の提示を受け、監査上の対応や検討状況を踏まえた意見交換を行っています。ま
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た、有限責任監査法人トーマツ及びそのメンバーファームへの非保証業務の委託許容範囲等に関する方針に基

づき、該当案件については会計監査人より個別に事前説明を受け監査等委員会として会計監査人の独立性確保

の観点から問題がないか検討を行うと共に、四半期毎に会計監査人より非保証業務の受託状況について報告を

受けました。

また、監査部による四半期ごとの監査等委員会への監査報告、監査等委員と監査部の月次定例会、及び監査等

委員・監査部による子会社・関連会社の監査役等・内部監査部門を交えた連絡会等を実施しています。監査部

は、会計監査人とも定期的な会合を持ち監査活動等につき情報交換・意見交換を行うとともに、監査等委員と

会計監査人の情報・意見交換の場にも参加しています。

これらの連携により、三様監査の連結ベースの強化を図ってまいります。

⑤ 監査報酬の内容等

(i)監査公認会計士等に対する報酬の内容

前連結会計年度及び当連結会計年度における、当社の監査公認会計士等である有限責任監査法人トーマツに対

する報酬額は以下のとおりです。

区分

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務
に基づく報酬

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務
に基づく報酬

当社 1,000 47 977 78

連結子会社 1,800 37 1,596 26

計 2,800 84 2,573 104

（前連結会計年度）

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、社債発行に伴うコンフォートレター作成、研修関連業務等

です。

（当連結会計年度)

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、社債発行に伴うコンフォートレター作成、本邦サステナビ

リティ開示基準の適用準備に係る助言等です。

(ⅱ)その他重要な報酬の内容

当社及び連結子会社は、当社の監査公認会計士等である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属

している法人に対して、監査証明業務及び非監査業務を委託しています。前連結会計年度及び当連結会計年度

における報酬額は以下のとおりです。

区分

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務
に基づく報酬

監査証明業務
に基づく報酬

非監査業務
に基づく報酬

当社 36 86 35 65

連結子会社 4,262 384 4,277 371

計 4,298 470 4,312 436

（前連結会計年度）

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、税務関連業務等です。

（当連結会計年度)

当社及び連結子会社における非監査業務の内容は、税務関連業務等です。

(ⅲ)監査報酬の決定方針

当社は、事業の規模・特性、監査時間等を勘案し、監査報酬を決定しています。
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(ⅳ)監査等委員会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状況、報酬見積りの算出根拠等を確認し、必要な検

証を行った結果、会計監査人の監査品質の確保及び独立性の担保の観点に照らして妥当と考えられることから、

会計監査人の報酬等の額について会社法第399条第1項に基づく同意を行っています。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

取締役の報酬等の総額及び対象となる役員の員数は下表のとおりです。

(百万円)

役員区分
報酬等

の総額

基本報酬
個人業績

連動報酬

業績連動

賞与

株価連動型

株式報酬

対象

員数
総額

対象

員数
総額

対象

員数
総額

対象

員数
総額

取締役

（監査等委員である

取締役を除く）

（うち社内

取締役）
2,418 6名 774 5名 326 5名 341 5名 975

（うち社外

取締役）
174 4名 174 - - - - - -

監査等委員である

取締役

（うち社内

取締役）
174 2名 174 - - - - - -

（うち社外

取締役）
138 3名 138 - - - - - -

(百万円未満切捨て)※切捨処理により横計が合わないことがあります。

（注） 1．当連結会計年度末時点の員数は、取締役（監査等委員である取締役を除く）10名（うち社外取締役4名）、

監査等委員である取締役5名（うち社外監査等委員3名）です。

2．上記のうち個人業績連動報酬は、当連結会計年度に引当金として計上した金額を記載しています。なお、上

記には2024年度個人業績連動報酬に係る引当額と実支給額との差異が含まれています。

3．上記のうち業績連動賞与は、報酬委員会で確認の上、予め、取締役会で決議された算定式に基づき、当連結

会計年度の営業収益キャッシュフロー10,481億円、ROE8.5%、及びサステナビリティ項目評価に係る支給率

の結果（105%）に応じて決定された金額を記載しています。

4．上記のうち株価連動型株式報酬は、当連結会計年度付与分について費用計上した金額を記載しています。な

お、株価連動型株式報酬は、報酬委員会で確認の上、予め、取締役会で決議された算定式に基づき、付与後

3年間の当社株式成長率に応じて交付株式数が決定されることとなります。

5．上記の報酬等のほか、業績連動賞与（中長期）について、2023年度分の実際の支給金額は、ガバナンス・指

名・報酬委員会（2024年6月21日の当社機関設計変更前）で確認の上、予め、取締役会で決議された算定式

に基づき、2023～2025年度の連結当期純利益の平均値9,051億円及びサステナビリティ項目評価に係る支給

率の結果（110%）に応じて、2023年度における当社取締役4名に対し、総額288百万円となりました。

また、2024年度分は、2024〜2026年度の連結当期純利益の平均値及びサステナビリティ項目評価に係る支給

率の結果に応じて支給金額が決定されることとなっており、現時点で金額が確定していないことから、2025

年度に引当金として、2024年度における当社取締役5名に対し、総額327百万円を計上していますが、表中の

金額には含まれていません。2024年度分の実際の支給金額は、2026年度に係る有価証券報告書において、そ

の金額を開示します。

6．上記の報酬等のほか、退任した役員に対して役員年金を支給しており、当連結会計年度の支給総額は以下の

とおりです。なお、役員年金制度を含む退任慰労金制度は、2007年6月26日開催の定時株主総会終了時をも

って廃止しています。

取締役30名（社外取締役は支給対象外）に対して48百万円

監査役4名（社外監査役は支給対象外）に対して3百万円

7．上記のうち業績連動賞与に係るサステナビリティ項目評価結果については、以下のとおりです。
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② 役員ごとの氏名、役員区分、連結報酬等の総額及び連結報酬等の種類別の額

2025年度の報酬等の総額が1億円以上である役員の報酬等の額は下表のとおりです。

（百万円）

氏名 役員区分
連結報酬等

の総額

連結報酬等の種類別の額

基本報酬

個人業績

連動報酬

（注1）

業績連動賞与

株価連動型

株式報酬

(注2)

垣内 威彦 取締役 335 335 - - -

中西 勝也 取締役 1,006 178 175 152 499

塚本 光太郎 取締役 351 75 62 57 156

柏木 豊 取締役 266 61 55 43 106

野内 雄三 取締役 266 61 55 43 106

野島 嘉之 取締役 266 61 55 43 106

(百万円未満切捨て)※切捨処理により横計が合わないことがあります。

(注) 1．個人業績連動報酬は2025年度の実支給額を記載しています。

2．株価連動型株式報酬については、当連結会計年度に費用計上した金額を記載しており、実際に交付・支給され

る金額とは異なります。なお、株価連動型株式報酬は、報酬委員会で確認の上、予め、取締役会で決議された

算定式に基づき、付与後3年間の当社株式成長率に応じて交付株式数が決定されることとなります。

3．上記の報酬等のほか、業績連動賞与（中長期）について、2023年度分の実支給額は、ガバナンス・指名・報酬

委員会（2024年6月21日の当社機関設計変更前）で確認の上、予め、取締役会で決議された算定式に基づき、

2023～2025年度の連結当期純利益の平均値9,051億円及びサステナビリティ項目評価に係る支給率の結果

（110%）に応じて、2023年度における当社取締役 社長1名（中西 勝也）に対し144百万円、当社取締役 副社

長執行役員1名（田中 格知）に対し57百万円、当社取締役 常務執行役員2名（柏木 豊、野内 雄三）に対し

夫々43百万円となりました。また、2024年度分は、2024～2026年度の連結当期純利益の平均値に応じて実支給

額が決定されることとなっており、現時点で金額が確定していないことから、2025年度に引当金として、2024

年度における当社取締役 社長1名（中西 勝也）に対し142百万円、当社取締役 副社長執行役員1名（塚本 光

太郎）に対し57百万円、当社取締役 常務執行役員3名（柏木 豊、野内 雄三、野島 嘉之）に対し夫々42百万

円を計上していますが、表中の金額には含まれていません。

4. 上記取締役は、いずれも連結子会社から役員としての報酬等を受けていません。

③ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

当社の役員は、いずれも使用人兼務役員ではありません。

④ 取締役の報酬等の決定方針等

当社は、株主とのより一層の価値共有を進め、当社の将来にわたる持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に

向けた取組の更なる強化に繋げることを最大の目的とし、制度を設計しています。役員報酬等の基本方針及び報

酬ガバナンスは以下のとおりです。

(1)役員報酬等の基本方針

・報酬水準：当社役員の機能・役割に応じた水準とする。

・報酬ガバナンス：役員報酬の決定方針、報酬水準及びマルス・クローバック条項の対象となる報酬項目を

含めた構成の妥当性、並びにその運用状況等については、社外取締役が過半数を占め、かつ、社外取締役

が委員長を務める報酬委員会にて、継続的に審議・モニタリングする。

・業務執行を担う取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等については、株主とのより一層の価値

共有を進め、当社の将来にわたる持続的な成長及び中長期的な企業価値向上に向けた取組の更なる強化に

繋げることを最大の目的とし、以下の要素を考慮する。

[戦略とのアラインメント]

経営戦略に連動した報酬制度とすべく、経営戦略上、重視する指標をKPIとして選定する。また、業績の達

成状況等に応じて、経営層の報酬として、日本企業、ひいてはグローバルベースで競争力を有する報酬水

準を実現することで、次世代の経営を担う人材の成長意欲を喚起し、組織の活力向上を図る。

[株主とのより一層の価値共有]

報酬構成において株式報酬が高い比重を占める構成とし、かつ株式報酬は株価条件を付した株価連動型株

式報酬とする。
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[アカウンタビリティの強化]

上記、報酬ガバナンスの記載に準じる。

・経営の監督機能を担う、取締役会長及び社外取締役（監査等委員である取締役を除く）、並びに、監査・

監督機能を担う監査等委員である取締役については、業務執行からの独立性を確保するため、固定の月例

報酬のみ支給する。

(2)取締役の報酬ガバナンス

役員報酬等の決定方針や、報酬等の額（実支給額）の決定にあたっては、報酬委員会で審議のうえ、取締役

会で決定し、決定された報酬等の内容が役員報酬の決定方針と整合していることを取締役会で確認・判断す

るプロセスを経る。取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する夫々の方針は以下のとおりとする。

① 業務執行取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等に係る報酬ガバナンス

・業務執行取締役の報酬等の額（実支給額）の決定に際し、個人業績連動報酬を除く取締役の各報酬の支

給総額及び個人別支給額については、2024年度定時株主総会（2025年6月20日開催）で承認された各報

酬の報酬枠の範囲内で、取締役会の決議により決定する。

・固定報酬である基本報酬については取締役会で決議した金額を支給する。

・変動報酬である業績連動賞与、株価連動型株式報酬については、報酬委員会で審議のうえ、取締役会で

決議されるフォーミュラに基づき、業績連動指標の実績を反映して支給額を決定する。

・定性評価を含む個人業績評価に基づいて支給額を決定する個人業績連動報酬については、業務執行取締

役に対して、業務執行の最高責任者である社長が個人別の評価を担うことが妥当であるため、毎年、取

締役会から委任を受けた社長が、当該事業年度の各役員の業績を財務・非財務の両面から評価し、その

結果を反映して、個人別支給額を決定する。業務執行取締役の業績評価の際は、統括する組織・担当業

務に関する貢献、全社、各部門・グループ及び拠点経営への貢献、並びにサステナビリティにつながる

価値創出に関する取組状況等を総合的に勘案して評価する。社長自身の業績評価は、毎年、取締役会か

ら委任を受けた、社外取締役が過半数を占め、かつ、社外取締役が委員長を務める報酬委員会が、報酬

委員会の委員に加え、全社外取締役（社外監査等委員を含む）も参加して、審議・決定を行う。個人業

績評価結果については、客観性・公正性・透明性を担保する観点から、報酬委員会及び取締役会に報告

する。

・なお、2025年5月2日開催の臨時取締役会において決議した役員報酬等の決定方針（業績連動報酬の算定

方法を含む）に基づき、毎年、取締役の各報酬の支給総額及び個人別支給額が当該決定方針に沿うこと

を報酬委員会で審議のうえ、取締役会で決議する。

・業務執行取締役については、個人業績連動報酬、業績連動賞与、株価連動型株式報酬を対象として、報

酬の金銭の不支給（マルス）・返還請求（クローバック）に関する条項を導入する。

・また、報酬水準及びマルス・クローバック条項の対象となる報酬項目を含めた報酬構成の妥当性、並び

にその運用状況等については、報酬委員会において、毎年、審議・モニタリングする。報酬水準・報酬

構成比率については、外部専門機関（WTW（ウイリス・タワーズワトソン））から提供された報酬デー

タ等を参照する。

② 非業務執行取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等に係る報酬ガバナンス

取締役会長及び社外取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容は、報酬委員会

で審議のうえ、取締役会で決定する。

③ 監査等委員である取締役の報酬等に係る報酬ガバナンス

監査等委員である取締役の報酬の総額及び個人別支給額については、2023年度定時株主総会（2024年6

月21日開催）で決議された監査等委員である取締役報酬枠の範囲内で、監査等委員である取締役の協議

を経て決定する。
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④ 役員報酬制度

報酬の

種類

給与方式

・

固定/変動

KPI 報酬の内容

取締役（監査等委

員である取締役を

除く）

監

査

等

委

員

で

あ

る

取

締

役

業務執行

を担う

（執行役

員兼務）

取締役

非業務

執行取

締役

（取締

役会長

及び社

外取締

役）

基本報酬

現金

・

固定

-
・役位に応じて取締役会で決議した額を、毎

月支給。
〇 〇 〇

個人業績

連動報酬*

現金

・

変動

個人業績

（単年度）

・取締役会から委任を受けた社長が、各役員

の業績を財務・非財務の両面から評価し、

個人別支給額を決定。

・社長の業績評価は、報酬委員会において審

議のうえ、決定。

・評価結果については、取締役会及び報酬委

員会に報告。

〇 - -

業績連動

賞与*

現金

・

変動

営業収益

キャッシュフ

ロー、

ROE、

サステナビリ

ティ項目

（単年度）

・報酬委員会で審議のうえ、取締役会で決議

されるフォーミュラに基づき、単年度の営

業収益キャッシュフローに応じて支給額を

決定。ただし、当期純利益が0又は赤字の場

合には、営業収益キャッシュフローの額に

かかわらず不支給とする。

また、ROEが取締役会で決議した水準を下回

る場合、支給額を減額する。

・更に、サステナビリティ項目に関する取組

状況の評価結果に応じて、支給額が変動。

評価にあたっては、定量・定性の両面から、

単年度の取組を、より長期でのインパクト

を踏まえ、報酬委員会で総合的に評価。評

価結果は、取締役会に報告。

〇 - -

株価

連動型

株式報酬*

株式

・

変動

株価／

株式成長率

（3年間）

・毎事業年度、役位に応じたポイントを割り

当てる。

・3年間を業績評価期間とし、報酬委員会で審

議のうえ、取締役会で決議されるフォーミ

ュラに基づき、評価期間中の当社株式成長

率（当社株主総利回り（TSR）／配当込み

TOPIXの成長率）に応じ、割り当てたポイ

ントが変動する。

・株式の交付にあたっては、信託型株式報酬

を導入する。

※ なお、当社自社株保有ガイドラインによ

り、在任中は株式を保有することを基本

方針とし、各役位の基本報酬の300%（社

長においては基本報酬の500%）に相当す

る価値の株式数を超えるまでは売却を制

限。

〇 - -
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（注）1．取締役（監査等委員である取締役を除く）報酬額については、以下①～②のとおり、2025年6月20日開

催の2024年度定時株主総会において決議しています。

なお、2025年度における対象となる取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は10名（うち、

社外取締役4名）です。

①基本報酬及び個人業績連動報酬を対象として、年額18億円以内（うち、社外取締役に対する基本報

酬を対象として、年額2.5億円以内）

②単年度の連結業績を反映させる業績連動賞与を対象として、年額10億円以内（ただし、営業収益キ

ャッシュフロー、ROEの実績、及びサステナビリティ項目に関する取組状況の評価結果に応じ、取締

役会で決議するフォーミュラに基づいて、支給額を決定する。また、支給総額には上限を設けて運

用する）

各取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬額については、上記報酬枠の範囲内において、取

締役会及び報酬委員会における審議・決定プロセスを経て決定しています。

また、業務執行を担う取締役の業務執行に起因して、重大な財務諸表の修正等が発生した場合には、

個人業績連動報酬及び業績連動賞与を対象として、当該取締役に対し、金銭の不支給（マルス）・返

還請求（クローバック）を求めることがあります。表内*の各報酬の項目をクローバック条項の対象と

しています。

2．2024年度定時株主総会において、2025年度以降の積立型退任時報酬及び業績連動賞与（中長期）、中長

期株価連動型株式報酬（株価条件を付した株式報酬型ストックオプション）を廃止しています。過年度

分の積立型退任時報酬、業績連動賞与（中長期）及び中長期株価連動型株式報酬については、各年度に

係る役員報酬等の基本的な考え方、報酬ガバナンス及び報酬制度に基づき権利確定・支給します。

3．監査等委員である取締役の報酬額については、年額4.5億円以内とすることを、2024年6月21日開催の

2023年度定時株主総会において決議しています。2025年度における上記報酬枠の対象となる監査等委員

である取締役の員数は5名（うち、社外監査等委員3名）です。

4．業績連動賞与及び株価連動型株式報酬について、その算定式の内容は以下のとおりです。

A．業績連動賞与

2025年度における営業収益キャッシュフローの期初計画及び実績は以下のとおりです。

期初計画： 9,000億円

実績 ： 10,481億円
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B．株価連動型株式報酬

株価連動型株式報酬（以下、本制度）は、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下、BIP

信託）と称される仕組みを採用しています。BIP信託とは、欧米の業績連動型株式報酬

（Performance Share）及び譲渡制限付株式報酬（Restricted Stock）と同様に、役位及び業績の

達成度等に応じて、当社株式又は当社株式の換価処分金相当額の金銭（以下、当社株式等）を取締

役に交付又は給付（以下、交付等）する制度です。株価連動型株式報酬の内容は以下のとおりで

す。

(1)本制度の対象者

法人税法第34条第1項第3号に定める「業務執行役員」である執行役員を兼務する取締役（以下、

対象取締役）を対象とします。

執行役員を兼務しない取締役会長、社外取締役（監査等委員である取締役を除く）及び監査等

委員である取締役は支給対象外とします。

(2)交付等が行われる当社株式等

取締役に交付等が行われる当社株式等の数は、「株式交付ポイント」の数により定まります。

株式交付ポイント1ポイントにつき当社株式1株又はその換価処分金相当額の金銭を交付等する

ものとし、1ポイント未満の端数は切り捨てます。ただし、当社株式について信託期間中に株式

分割・株式併合等を行った場合には、分割比率・併合比率等に応じて、株式交付ポイント1ポイ

ントあたりの当社株式数、及び交付等を行う株式数及びその換価処分相当額の上限を調整しま

す。

(3)株式交付ポイントの算定方法

対象取締役に対して、毎事業年度、役位に応じたポイントを割当てます。対象期間経過後、対

象取締役に対して割当てたポイントに業績の達成度等に応じた業績連動係数を乗じて、業績連

動ポイント数を算出し、株式交付ポイント数を決定します。なお、対象期間の途中で受益者要

件を満たす対象取締役が委任契約満了により退任する場合も、対象期間終了後に業績連動係数

に応じて、業績連動ポイント数を算出し、株式交付ポイント数を決定します。

2025年度に係る交付株式数は、2025年度から2027年度まで、2026年度に係る交付株式数は、

2026年度から2028年度までを評価の対象とし（以下、評価期間）、評価期間中の株価条件の達

成状況に応じて、変動する仕組みとしています。具体的には、下表のとおり役位ごとに定めら

れた当初基準ポイント数を定め、各対象取締役にそれらに対応したポイントを、信託スキーム

を通じて割り当て、割当日から3年間の当社株式成長率※1に応じ、交付ポイントが変動する設

計としています。

対象取締役の執行役員としての役位ごとの割当時基準ポイント数及び上限時・下限時のポイン

ト数は下表のとおりとなります。

2025年度（2025年4～5月の当社株価終値平均を基に算出）

役位 員数
割当時基準

ポイント

下限時

ポイント

上限時

ポイント

社長 1名 167,286 55,762 278,810

副社長執行役員 1名 52,416 17,472 87,360

常務執行役員 3名 35,687 11,896 59,478

2026年度（2026年4～5月の当社株価終値平均を基に算出）

役位 員数
割当時基準

ポイント

下限時

ポイント

上限時

ポイント

社長 1名 85,600 28,533 142,666

常務執行役員 4名 18,261 6,087 30,435

※1 当社株式成長率（%）＝3年間の当社TSR（%）÷3年間の配当込みTOPIXの成長率（%）とし

ます（1%未満四捨五入）。

また、3年間の当社TSR＝（A+B）÷C、3年間の配当込みTOPIXの成長率＝D÷Eとします。

（いずれも1%未満四捨五入）

A：3事業年度終了後の4～5月の各日の㈱東京証券取引所における当社普通株式の終値平

均値（取引が成立しない日を除く）（1円未満切捨て）
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B：ポイント割当以後、株式交付までの間における当社普通株式1株当たりの配当金の総

額

C：3事業年度初年度の4～5月の各日の㈱東京証券取引所における当社普通株式の終値平

均値（取引が成立しない日を除く）（1円未満切捨て）

D：3事業年度終了後の4～5月の各日の㈱東京証券取引所における配当込みTOPIXの終値平

均値（取引が成立しない日を除く）（1円未満切捨て）

E：3事業年度初年度の4～5月の各日の㈱東京証券取引所における配当込みTOPIXの終値平

均値（取引が成立しない日を除く）（1円未満切捨て）

※2 各事業年度4月1日時点の役位をもって算定します。

(ア)役位別の交付ポイント数

役位別の交付ポイント数は以下算定式で定まる数とします。

・（基準ポイント×(1/3)）＋（（基準ポイント×（2/3））×業績連動係数）

また、下限時ポイント数（株式ポイント支給率50%（固定分のみ））は以下算定式で定

まる数とします。

・基準ポイント×(1/3)

※1ポイント未満の数は切り捨てます。

(イ)業績連動係数

業績連動係数は、基準ポイント割当日から3年間の当社株式成長率に応じて以下のとお

り変動します。ただし、1%未満の数は四捨五入するものとします。

・当社株式成長率が1.5倍以上の場合 ：200%

・当社株式成長率が0.5倍超1.5倍未満の場合：（当社株式成長率-0.5）×200%

・当社株式成長率が0.5倍以下の場合 ：0%

(ウ)基準ポイントの割当時期

各事業年度7月（2025年度のみ8月）

(4)当社株式等の交付等の方法及び時期

取締役は、対象期間経過後に、所定の受益者確定手続を行うことにより、保有する株式交付ポイ

ント数に相当する数の当社株式等について本信託から交付等を受けるものとします。

このとき、当該対象取締役は、株式交付ポイント数の所定の割合の当社株式について交付を受

け、残りについては本信託内で換価した上で、換価処分金相当額の金銭の給付を受けるものとし

ます。また、国内非居住者となることが決定した対象取締役は、当該時点において保有するポイ

ント数について、対象期間経過後に算出・決定される株式交付ポイント数に、給付時点の当社株

式の株価を乗じた額の金銭の給付を当社から受けるものとします。なお、何らかの事情により本

信託による換価処分金相当額の金銭の給付が困難となった場合、換価処分金相当額と同額分を当

社から支給すること（以下、キャッシュプラン）がありますが、対象取締役への当該キャッシュ

プランによる支給金額の算定根拠となるポイント数（以下、キャッシュプランポイント）と対象

取締役に交付が行われる当社株式（換価処分の対象となる株式を含む）の数の合計は、140万株

の範囲内とし、当該キャッシュプランポイント数に給付時の市場株価を乗じた金額を支給しま

す。

また、対象取締役が死亡した場合には、その時点で付与されている株式交付ポイントに相当する

数の当社株式について、当該対象取締役の相続人が換価処分金相当額の金銭の給付を受けるもの

とします。

(5)交付等が行われる当社株式等の数の上限

1事業年度あたり140万株（140万ポイント）を上限とします。
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(5) 【株式の保有状況】

株式の保有状況

a. 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、投資の価値の増加を主な目的として保有する株式を「純投資目的」と区分し、それ以外の株式を「純投

資目的以外」に区分しています。

b. 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

(a) 保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

[保有方針]

当社は事業機会の創出や取引・協業関係の構築・維持・強化等を目的として純投資目的以外の株式を取得・

保有する場合があり、それらを取得する際には社内規程に基づき取得意義や経済合理性の観点を踏まえ取得

是非を判断するとともに、取得後は定期的に保有継続の合理性を検証し、保有意義が希薄化した銘柄につい

ては縮減を進めています。当事業年度は、122億円売却し、前年度末時点の保有残高比で約2%縮減しました。

[個別銘柄の保有方針の検証方法]

当社が保有する保有目的が純投資目的以外の全ての上場株式について、毎年、取締役会で経済合理性と定性

的保有意義の両面から検証しています。

経済合理性は、個別銘柄毎に時価に対する当社の資本コストに比べ配当金・関連取引利益等の関連収益が上

回っているか否かを確認しています。

定性的保有意義は所期の保有目的の達成・進捗状況等を確認しています。

[取締役会での本年の検証内容]

2026年3月末時点で当社が保有する保有目的が純投資目的以外の全ての上場株式について取締役会にて検証を

行いました。経済合理性及び定性的保有意義の両面から検証を行った結果、所期の保有意義が希薄化してき

たことなどから縮減を検討していく銘柄が多数確認されています。

(b) 銘柄数及び貸借対照表計上額

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 131 80,054

非上場株式以外の株式 30 518,736

（百万円未満切捨て）

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 － － －

非上場株式以外の株式 － － －

（百万円未満切捨て）

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 11 2,297

非上場株式以外の株式 10 12,192

（百万円未満切捨て）

(注) 上表の株式数が増加・減少した銘柄数には、株式の併合、株式の分割、株式移転、株式交換、合併等で

変動した銘柄は含みません。
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(c) 特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

当社では、下記銘柄全てについて上記のとおり経済合理性を評価・検証していますが、相手先へ与える様々

な影響を考慮し、ここでは銘柄毎の定量的な保有効果の開示は控えています。

また、当社の株式の保有の有無には、相手方が議決権を留保する信託拠出株式等のみなし保有株式について

確認が可能なもののみを対象としています。

特定投資株式

銘柄

前事業年度 当事業年度

保有目的
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

いすゞ自動車

63,633,040 63,633,040
当社のモビリティ事業成長戦略の中で、
商用車・小型商用車ビジネスのコア・
パートナーとして、事業機会の創出や
同社との取引・協業関係を維持・強化
するため。

無

128,316 141,328

良品計画

10,783,000 21,566,000
リテイル事業や食品関連事業において、
事業機会の創出や同社向け取引におけ
る良好な取組関係を維持・強化するた
め。同社による株式分割により保有株
式数が増加。

無

43,789 71,901

日清食品ホールデ
ィングス

16,524,084 16,524,084 食品流通事業において、同社グループ
製品の販売、並びに同社向け原料取引
における重要取引先であり、良好な取
組関係を維持・強化するため。

有

50,448 49,654

AYALA

29,127,112 29,127,112
中長期的に高い成長が見込まれるフィ
リピンにおいて、様々な共同事業を展
開する上での戦略的パートナーとして、
良好な取組関係を維持・強化するた
め。

無

45,273 38,863

三菱重工業

8,875,000 8,875,000
電力・インフラ事業等において、事業
機会の創出や同社との取引・協業関係
を構築・維持・強化するため。

無

22,418 37,479

山崎製パン

9,849,655 9,849,655
食料関連事業において、小麦粉・砂糖
等の原料取引における重要取引先であ
り、共同で取り組んでいる海外事業の
パートナーの観点も含め、良好な取組
関係を維持・強化するため。

有

28,367 34,926

三菱地所

7,866,807 7,866,807
不動産事業等において、事業機会の創
出や同社との取引・協業関係を構築・
維持・強化するため。

有

19,132 33,992

SUMBER ALFARIA
TRIJAYA

2,034,681,026 2,034,681,026
インドネシアの有力小売グループであ
る同社グループとの戦略提携に基づき、
同社グループの店舗インフラを活用し
た共同事業の取組関係を維持・強化す
るため。

無

37,956 28,306
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銘柄

前事業年度 当事業年度

保有目的
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

伊勢化学工業

577,604 3,726,040 同社ヨウ素製品の輸出等販売取引にお
いて、良好な取組関係を維持・強化す
るため。同社による株式分割により保
有株式数が増加。

無

12,984 19,487

THAI UNION GROUP

238,745,120 238,745,120 水産事業において、同社は重要な原料
の販売先並びに製品の供給元であり、
同取引の維持・拡大に向けて、良好な
取組関係を維持・強化するため。

無

11,450 12,995

日本郵船

2,159,790 2,159,790
物流事業等において、事業機会の創出
や同社との取引・協業関係を構築・維
持・強化するため。

有

10,628 12,457

SAHA PATHANA
INTER-HOLDING

20,220,550 30,330,825
タイにおいて、様々な事業を展開する
上での重要な事業パートナーとして、
良好な取組関係を維持・強化するた
め。同社による株式分割により保有株
式数が増加。

無

5,516 6,596

加藤産業

893,663 893,663 食品流通事業において、加工食品取引
における重要取引先として、協業機会
の創出や良好な取組関係を維持・強化
するため。

有

4,405 5,987

SECカーボン

1,961,000 1,961,000
炭素製品有力メーカーである同社への
原料コークス供給における良好な取組
関係を維持・強化するため。

有

4,084 5,147

三菱総合研究所

975,076 975,076
当社が多様な事業をグローバルに展開
する中で、世界情勢、社会・経済等に
係る知見を有するシンクタンクである
同社との取組関係を構築・維持・強化
するため。

有

4,577 4,548

日清製粉グループ
本社

1,724,322 1,362,122
食料関連事業において、同社小麦粉等
製品の販売・同社向け原料小麦取引、
並びに共同で取り組んでいる事業のパ
ートナーの観点も含め、良好な取組関
係を維持するため。

有

2,983 2,854

テイカ

1,630,343 1,630,343 フード＆ウエルネス事業において、同
社化粧品原料製品の輸出取引における
良好な取組関係を維持・強化するた
め。

有

2,173 2,766

リケンテクノス

1,824,505 1,459,605
素材事業において、同社グループが製
造する塩ビ樹脂製品の国内取引や同社
向け原料取引、並びに共同で取り組ん
でいる事業のパートナーの観点も含め、
重要取引先として良好な取組関係を維
持・強化するため。

有

1,902 2,425
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銘柄

前事業年度 当事業年度

保有目的
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

アルビス

535,600 535,600
食品流通事業における重要な取引先と
して、良好な取組関係を維持・強化す
るため。

無

1,490 1,377

ENGRO POLYMER &
CHEMICALS

67,950,000 67,950,000 素材事業において、同社向け塩ビ原料
取引並びに同社クロールアルカリ製品
販売取引における良好な取組関係を維
持・強化するため。

無

1,383 1,230

アークス

300,400 300,400
食品流通事業における重要な取引先と
して、良好な取組関係を維持・強化す
るため。

無

873 1,135

ニフコ

199,650 199,650
素材事業において、合成樹脂等の同社
向け原料取引における良好な取組関係
を維持・強化するため。

無

715 876

三菱瓦斯化学

450,000 230,000
素材事業において、同社向け原料取
引・同社製品販売取引、並びに同社と
共同で取り組んでいる事業のパートナ
ーの観点も含め、良好な取組関係を維
持・強化するため。

有

1,046 826

MABUHAY VINYL
CORPORATION

39,689,999 39,689,999 素材事業において、同社向け原料輸入
取引並びに同社製品販売取引における
良好な取組関係を維持・強化するた
め。

無

526 546

はごろもフーズ

90,876 90,443 水産事業において、水産缶詰の原料・
製品取引における重要な取引先であり、
同取引の維持・拡大に向けて、良好な
取組関係を維持・強化するため。

有

295 313

ファーマフーズ

400,000 400,000 フード＆ウエルネス事業において、同
社との機能性素材の製品開発・製造受
委託・販売における良好な取組関係を
維持・強化するため。

無

357 266

FOUR SEAS
MERCANTILE
HOLDINGS

3,545,000 3,545,000
食品流通事業において、加工食品取引
における取引先として、良好な取組関
係を維持・強化するため。

無

177 196

中部飼料

111,358 111,358
食料関連事業において、同社向け飼料
原料取引における良好な取組関係を維
持・強化するため。

無

149 195
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銘柄

前事業年度 当事業年度

保有目的
及び株式数が増加した理由

当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

不二家

20,847 20,847
食料関連事業において、同社向け小麦
粉・砂糖等の原料取引における良好な
取組関係を維持・強化するため。

無

49 51

DEWAN SALMAN
FIBRE

40,349,814 40,349,814
素材事業において、同社向け原料輸入
取引における良好な取組関係を維持・
強化するため。

無

0 0

三菱倉庫

2,013,530 －（注2）

－ 無

1,947 －（注2）

DingZing
Advanced
Materials

2,400,000 －（注2）

－ 無

1,569 －（注2）

USINAS
SIDERURGICAS DE
MINAS GERAIS
（普通株）

3,724,772 －（注2）

－ 無

549 －（注2）

日揮ホールディン
グス

351,384 －（注2）

－ 無

413 －（注2）

近畿車輛

29,420 －（注2）

－ 有

44 －（注2）

（百万円未満切捨て）

（注）1. 貸借対照表計上額の上位銘柄を選定する段階で、特定投資株式とみなし保有株式を合算していません。

2. 「－」は、当該銘柄を保有していないことを示しています。

みなし保有株式

銘柄

前事業年度 当事業年度

当社が有する権限の内容
当社の株
式の保有
の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

三菱重工業
26,615,000 26,615,000

議決権行使権限を留保しています。 無
67,229 112,395

東京海上ホール
ディングス

13,540,000 13,540,000
同上 無

77,665 98,950

三菱電機
10,000,000 10,000,000

同上 有
27,200 49,880

（百万円未満切捨て）
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c. 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

前事業年度 当事業年度

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計
上額の合計額
（百万円）

銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計
上額の合計額
（百万円）

非上場株式 88 92,069 83 89,783

非上場株式以外の株式 13 82,136 14 94,512

（百万円未満切捨て）

区分

当事業年度

受取配当金の
合計額（百万円）

売却損益の
合計額（百万円）

評価損益の
合計額（百万円）

非上場株式 2,422 － △3,207

非上場株式以外の株式 3,647 － 6,822

（百万円未満切捨て）
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5 【従業員の状況等】

(1) 【人材戦略に関する基本方針等】

1. 経営戦略2027期間における 人事関連の取り組み方針

当社にとって、「人材は最大の資産であり、価値創出の源泉である」という考え方は、時代が移り変わろうとも不

変の信念です。価値創造メカニズム「ERC -Enhance × Reshape × Create-の好循環モデル」の推進に向けても、

当社の「多彩・多才な人材」は、多様性に裏打ちされた「総合力」発揮の「要」として位置づけられています。経

営戦略の実現に向けて、三菱商事の人材が持つ強みをベースにしつつ、そのケイパビリティをさらに拡張していく

とともに、人材ポートフォリオ全体としての多様性を高めていくことが重要です。これまで培ってきた「人材マネ

ジメントの基本コンセプト」に立ち返り、変革のためのビジョンであるMC HR Vision「DEAR」を旗印に人事施策を

講じていくことで、人・組織の変化をドライブし、高度な人材マネジメントを実現していきます。

※その他、当社の経営戦略は、第2 事業の状況 1 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等をご参照下さい。

人的資本に関する中長期Vision・施策・指標等は、第2 事業の状況 2 サステナビリティに関する考え方及び取組 5.

人的資本に関連する戦略、指標及び目標「(2)人的資本に関する戦略 -10年後を見据えたMC HR Vision「DEAR」 -」を

ご参照下さい。

2. 従業員給与・報酬の額や内容の決定に関する方針

① 人事制度概要

当社の人事制度は、個々人のキャリアステージに応じた多様な経験を段階的に付与することを通じ「経営マインド

をもって事業価値にコミットする人材」を継続的に輩出することを主眼に据えています。具体的には社員のキャリ

アステージに合わせた段階的な人材育成を主軸とした「資格制度」と職務に応じて報いることを主軸とした「職務

給制度」を適用するハイブリッド型の人事制度を採用しています。
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② 報酬制度概要

報酬制度については、資格制度と職務給制度のハイブリッド型の人事制度を土台として、以下の「報酬に関する基

本的な考え方」に基づき策定し、市場競争力ある水準・株主との価値共有を念頭においた報酬制度としています。

具体的には、経営戦略2027にて策定した定量目標と業績連動賞与の連動や、一定資格以上における株式交付制度の

導入を実施しています。

運用面では、社員の成果・貢献に応じた評価を行い、その評価が個人の報酬に反映される仕組みとすることで、職

務と成果に応じたメリハリのある処遇を実現し、社員の成長と会社の発展に繋げていくことを後押ししています。

a. 報酬に関する基本的な考え方

♢ 報酬の意義・構成：各キャリアステージの位置づけに即して、能力・職務・成果及び業績に応じて報い、キャリ

アステージの上昇に伴い、報酬の軸足を職務・成果へ移す。

♢ 報酬の水準：機能・業績に応じた市場競争力ある水準を維持する。

♢ 支給原資：人件費の弾力性は維持し、業績に応じて支給原資が相応に変動する仕組みとする。
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(2) 【従業員の状況】

1. 事業セグメントにおける連結従業員数

セグメント別の連結従業員数は以下のとおりです。なお、連結従業員数は就業人員数を表示しています。

(単位：名)

地球環境
エネルギー

マテリアル
ソリューション

金属資源 社会インフラ モビリティ 食品産業

1,241 11,262 932 9,660 6,632 17,830

S.L.C.
電力

ソリューション
その他 合計

8,075 4,647 2,758 63,037

2. 提出会社の従業員の状況

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数 平均年間給与(円)
平均年間給与の対前
事業年度増減率(%)

5,328 42.3 17年7ヶ月 21,125,472 3.9

当社の従業員に顧問・嘱託103名、他社からの出向者128名、海外店現地社員541名を含め、他社への出向者1,644名を除

いた当社の就業人員数は4,456名です。なお、セグメント別の就業人員数は以下のとおりです。

(単位：名)

地球環境
エネルギー

マテリアル
ソリューション

金属資源 社会インフラ モビリティ 食品産業

484 559 223 461 374 345

S.L.C.
電力

ソリューション
その他 合計

437 206 1,367 4,456

(注) 1. 当連結会計年度1年間に在籍した臨時従業員の平均人数は、当社が560名、連結子会社が12,362名であり、上

記人数には含まれていません。

2. 当社の従業員の平均年間給与は、超過勤務手当及び賞与を含んでいます。

3. 当社及び連結子会社と各社の労働組合との関係について特に記載する事項はありません。

4. 当社の役員及び従業員を対象とした株式所有制度については、第4 提出会社の状況 1 株式等の状況 (8) 役

員・従業員株式所有制度の内容をご参照ください。

3. 多様性に関する指標

当社の多様性確保を含むダイバーシティ・マネジメントについては、第2 事業の状況 2 サステナビリティに関する考

え方及び取組 5. 人的資本に関連する戦略、指標及び目標「(2)人的資本に関する戦略 -10年後を見据えたMC HR

Vision「DEAR」-」をご参照ください。

(提出会社の状況)

女性管理職比率（%）
（※1,2）

男性育児休業取得率（%）
(※3,4,5)

男女賃金差異（%）

正規雇用(※6） 非正規雇用 全労働者

13.1 52.6 65.2 61.5 64.7

※1 2026年4月1日付。

※2 当社における女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画にて、2027年度末に向けた取り組みとして、女性管理

職比率15%以上を目標としています。



― 116 ―

※3 当社の男性育児休業取得率は、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育

児・介護休業法）に基づいて算出した育児休業等及び育児目的休暇（配偶者出産前後や子の学校行事等を対象と

した休暇）の取得割合です。当連結会計年度に配偶者が出産した男性従業員数を分母、当連結会計年度に育児休

業を取得した男性従業員数を分子として算出しています。取得者には前連結会計年度以前に出生した子に係る育

児休業取得者も含まれるため、取得率が100%を超える場合があります。

※4 育児休業等は当連結会計年度内に休業を開始した人数でカウントしています。

※5 当社では、女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画にて、2027年度末の「男性の育児関連制度利用率（当連

結会計年度に配偶者が出産した男性社員のうち、年度末時点の本店／国内拠点在勤者による育児休業等や育児目

的休暇を含む育児関連制度の利用率）」100%を目標としており、25年度実績値は93.2%となっています。

※6 正規雇用には総合職と一般職を含みます。総合職に限ると、男女賃金差異は73.9%です。当社では、同一資格・同

一職務レベルにおける報酬体系及び採用・選考において男女間で差異を設けていませんが、差異の要因として、

以下2点が挙げられます。

① 一般職を希望する求職者に女性が多く、結果として採用者も女性が多いこと

② 2000年代に入る前までは総合職の採用における女性比率が一桁台と少なく、現在も特に上位の資格・職務レ

ベルにおける男女比率に差があること

①については、今後も男女問わず適性のある人材の確保に努めます。また、②については、社内における女性の

活躍しやすい環境整備を進めるべく、マイルストーンを設定の上、採用・育成・登用の観点において取組強化を

図っています。詳細については、第2 事業の状況 2 サステナビリティに関する考え方及び取組 5. 人的資本に

関連する戦略、指標及び目標をご参照ください。

(連結子会社の状況)

会社名
女性管理職

比率（%）

男性育児休業取得率 男女賃金差異

正規

雇用

非正規

雇用

全労働

者

正規

雇用

非正規

雇用

全労働

者

三菱商事エネルギー 4.3

メタルワン 6.9 53.3 - ※1 58.3 63.1 57.5

朝日機材 1.2 16.7 ※2 57.3 71.6 57.5

サステック 4.0 75 - 7.5 ※1 67.0 64.5 66.7

スズヤス 6.9

玉造 0.0 80.0 - 80 ※1 68.2 28.5 62.6

エムオーテック 1.6 66.7 - 66.7 ※1 62.1 59.6 63.8

サンロックオーヨド 6.3 96.5 60.2 94.6

エムシー・ファーティコム 4.3 71.4 ※2

三菱商事ケミカル 6.7 37.0 ※3

三菱商事プラスチック 11.4 100.0 ※1 66.8 49.1 66.1

三菱商事ＲｔＭジャパン 17.3 50.0 50.0 ※1

レンタルのニッケン 6.7 63.5 ※2 70.0 64.2 70.7

ニッケン産業 16.7 0.0 ※2 82.7 54.7 65.4

生産技術パートナーズ 12.5 0.0 ※2 76.8 0.0 78.7

千代田化工建設 4.9 73.4 ※2 66.5 35.3 65.8

千代田エクスワンエンジニ

アリング
4.8 65.5 ※2 70.9 59.9 70.7

千代田ユーテック 14.3 100 ※2 75.1 70.1 80.8

エム・エス・ケー農業機械 1.0 11.1 ※2 66.9 80.1 68.3

三菱商事マシナリ 19.4 33.3 - 33.3 ※1 65.3 45.8 56.8

三菱商事テクノス 2.0 71.9 73.8 74.5

さわやか 4.8 0.0 ※2 82.9 109.0 79.5

日東富士製粉 10.6 75.0 ※2 79.5 61.8 73.4

日本食品化工 6.2 71.4 ※2 72.4 61.5 67.6
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会社名
女性管理職

比率（%）

男性育児休業取得率 男女賃金差異

正規

雇用

非正規

雇用

全労働

者

正規

雇用

非正規

雇用

全労働

者

日本農産工業 8.3 64.3 - 64.3 ※1 70.1 103.9 64.3

ペットライン 2.2 66.6 - 66.6 ※1 64.1 76.9 58.5

三菱商事ライフサイエンス 11.1 94.4 ※3 75.0 45.4 71.9

ジャパンファーム 7.5 22.0 ※1 65.6 87.2 67.8

フードリンク 14.5

フレッシュキッチン 5.9 100.0 ※1

東洋冷蔵 7.5 100.0 100.0 100.0 ※1 67.7 69.8 63.1

エム・シー・ヘルスケアホ

ールディングス
20.0 100.0 - 100.0 ※1 65.9 55.4 61.9

エム・シー・ヘルスケア 6.8 113.0 0.0 113.0 ※1 71.3 66.4 33.8

エム・シー・メディカル 4.0 64.0 0.0 64.0 ※1 59.0 68.0 50.8

三菱食品 5.4 90.9 ※3 65.1 71.0 66.0

ケー・シー・エス 0.0 100.0 ※2 82.5 72.4 53.6

キャリテック 0.0 0.2 ※2 77.3 79.2 53.2

三菱商事パッケージング 80.0 80.0 ※1

東京三友 0.0 74.3 48.7 63.9

エム・シー・ファシリティ

ーズ
30.0

三菱商事インシュアランス 21.6 100.0 ※1

三菱商事フィナンシャルサ

ービス
71.1 0.0 ※2 79.5 128.6 80.5

※1 女性活躍推進法に基づき算出した、男性の育児休業の取得割合です。

※2 育児・介護休業法に基づき算出した、男性の育児休業等取得割合です。

※3 育児・介護休業法に基づき算出した、男性の育児休業等と育児目的休暇の取得割合です。

※4 当連結会計年度において制度対象者がいない場合は、「-」を記載しています。

※5 各社にて算定・開示を行っている指標のみ記載し、それ以外はブランクとしています。




